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免震部材の接合部・取付け
躯体の設計指針
≪改訂版≫

免震部材の接合部や取付け躯体の設計をする際のガイドライン

免震建築物のための設計用
入力地震動作成ガイドライン
≪改訂版≫

【A4版・82頁】
￥1,500

￥2,000
2014年1月

内　　　　容 発行年月
会員価格
非会員価格

会誌「MENSHIN」
【A4版・約90頁】

免震建築・技術に関わる情報誌、免震建築紹介、免震建築訪問記、設計例、部材の性能、
免震関連技術等

￥2,500

￥3,000

免震部材標準品リスト
≪改訂版≫－2009－ 【A4版・760頁】

￥3,500

￥4,000

大臣認定された免震部材で、免震建築物の設計に必要な部材ごとの性能基準値を一覧表に
まとめたもの（CD-ROM付き）

免震建物の維持管理基準
≪改訂版≫－2012－ （ユーザーズマニュアル付）

免震建物では、地震時の変位が免震層に集中することから、免震層・免震部材を中心とし
た通常点検・定期点検など、免震建物維持管理のための点検要領などを定めた協会の基準

【A4版・29頁】

￥500

￥1,000
設計・施工に役立つ問題事例
と推奨事例ー点検業務から
見た免震建物ー 画、免震部材、維持管理について解説。

免震建物の点検時に発見される設計や施工に起因する不具合事例について、推奨事例も含
めて解説。チェック編と解説編から構成。建築計画、構造計画、配管・配線計画、施工計

【A4版・20頁】

￥500

￥1,000

積層ゴムの限界性能とすべり・
転がり支承の摩擦特性の現状

積層ゴムアイソレーターの限界性能、すべり・転がり支承の摩擦特性に関する実データを
集積し調査結果をまとめたもの

【A4版・46頁】
￥1,500

年4回発行
2月､5月､
8月､11月

2009年11月

2012年10月

2007年8月

2003年8月

パッシブ制振構造設計・
施工マニュアル
≪第3版　第1刷≫－2013年版－

【A4版・565頁】
わが国で唯一の制振構造専門の設計・施工指針
第2版をより分かり易くした改訂版 ￥5,0002013年11月

時刻歴応答解析法により免震建築物の耐震安全性を検証する際の設計マニュアル
【A4版・206頁】

￥2,000

￥2,500
2010年3月

免震建築物の
耐震性能評価表示指針
及び性能評価例 【A4版・225頁】

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を示すも
ので、性能評価例付き

￥2,000

￥2,500
2005年11月

JSSI 時刻歴応答解析による
免震建築物の設計基準・
同マニュアル及び設計例≪改訂版≫

免震建物の建築・設備標準
－2009－

免震建物の建築や設備の設計に関する標準を示すもの
【A4版・87頁】

￥1,000

￥1,500
2009年12月

一般社団法人日本免震構造協会出版物のご案内 2014年3月1日

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説

住宅）

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説（戸建て免震

【日本建築センター】

【日本建築センター】

￥3,500

￥4,000

￥3,550

￥4,100

2001年5月*1

2006年2月*1

免震構造施工標準
－2013－

【経済調査会】

￥2,300

￥2,571
2013年7月免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの

【A4版・117頁】

【オーム社】

￥4,800

￥5,400
2010年12月免震構造に携わる実務者必携の書。部材の基礎知識から免震構造の設計、免震層の施工、

維持管理に関する実践的知識までを系統的に、かつ、平易に解説 【B5版・310頁】

免震構造
－部材の基本から設計･施工まで－

「免震告示（免震建物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準（平成12年建設省告示

【A4版・216頁】
第2009号））」に関する解説書

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

*1　協会の販売は2006年5月～　　　*2　協会の販売は2006年10月～

協会編集書籍のご案内（他社出版）
タイトル

￥2,000

￥3,000
免震建物の耐火設計ガイドブック 免震建物の耐火設計・免震装置の構成材料の温度特性・装置の耐火性・耐火被覆方法等に

関する実務書 【A4版・185頁】 2012年3月

￥2,000

￥3,000
主に免震建築物の設計実務に携わる構造技術者が入力地震動について理解を深めようとする
際の指標となるもの 【A4版・123頁】 2014年1月

￥2,000

￥3,000
免震建築物の耐風設計指針 高層建築物や塔状比の大きな建築物への免震構造適用の増加に伴い必要性が高まってきた

免震エキスパンションジョイント
ガイドライン

免震構造の耐風設計指針・解説と関連技術情報を整備 【A4版・151頁】

免震エキスパンションジョイントの地震時の損傷防止のためのガイドライン。エキスパンシ
ョンジョイントの目標性能を示すとともに、設計、製作、施工、検査、維持管理上の留意点

2012年9月

【A4版・134頁】をまとめた。

￥2,000

￥3,000
2013年4月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【日本語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD　7分30秒】

￥2,000
￥2,500

※Academy
￥1,500

2014年3月

大地震に備える 【ナレーション・字幕/英語】
～免震構造の魅力～
【英語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD　約9分】

￥1,500
￥2,000

※Academy
￥1,000

2006年11月

地震から建物を守る免震
【和文、英文版】

免震建築の普及のため一般向けに免震構造を説明したカラーパンフレット
【A5版・6頁】 2009年9月

30部まで無料
（31部以上
1部￥100）

ユーザーズマニュアル 免震建物を使用または所有されている方への注意点をまとめたカラーパンフレット
【A4版・2ツ折】

2007年10月
30部まで無料
（31部以上
1部￥50）

免震のすすめ
これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る免震建
物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカラーパンフレ
ット

30部まで無料
（31部以上

ご相談）
2005年8月

【A4版・3ツ折】

免震建築の基本がわかる本
【オーム社】

￥2,800

￥3,024
2013年6月

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Ｑ＆Ａ方式で、免震建築、特に事務所やマンションなどのビルもの全般にわたり、免震の
基本的なところから計画・設計・施工・維持管理など幅広く解説。 【A5版・190頁】

【Ohmsha】

￥5,950How to Plan and Implement 
Seismic Isolation for Buildings

￥6,696
2013年4月考え方進め方免震建築の英語版

【A5判・123頁】
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1新会長の挨拶

新 会 長 の 挨 拶

和田　章日本免震構造協会　会長
東京工業大学　名誉教授

会長就任のご挨拶

日本免震構造協会は阪神淡路大震災の2年前、

1993年6月に設立され昨年に20周年を迎え、多くの

先達のご努力により、免震構造と制振構造はますま

す健全に普及し、同時に本協会もその役割を果たし

つつ安定的に運営され、日本国内だけでなく国際的

にも有益な活動を続けております。2014年6月に開

催された総会と理事会をへて6月12日より、この伝

統と実績のある日本免震構造協会会長に就任致しま

した。浅学非才の身ではございますが、副会長の丑

場英温様、鳥井信吾様、田中幹男様、事務局の沢田

研自専務理事、可児長英顧問および皆様とともに誠

心誠意努力いたしますので、健全な免震構造の普及

のため本協会の発展のため、会員の皆様のご協力を

よろしくお願い申し上げます。

建築物を構成する基礎、基礎梁、柱、壁、梁、床

などを鉛直荷重だけでなく地震時や強風時の水平力

の抵抗要素としても活用し、これらに必要な剛性と

強さ、そして塑性変形能力を持たせて構成すること

により通常の建築構造物は作られています。地震時

の応答がその構造物や部材の弾性限強さを超えよう

とすると、構造物の水平抵抗力の増加は鈍り、応答

変形は塑性域に入ります。地震時の挙動はもちろん

振動現象であり、何回もの繰返し塑性変形を受けま

すが、構造物や部材が適度な塑性変形能力を有して

いれば、構造物は即座に倒壊することはありません。

強度型で設計される壁式構造などを除けば、ほと

んどの建築物の耐震設計はこの経験と考え方によっ

て行われているといえます。しかし、これは構造物

や部材を塑性化つまり犠牲にして耐震設計を成立た

せていると言えます。“Ductility is Damage”とも言

われるように、構造設計者だけでなく建築家も、建

築主も市民も、本来望むものではありません。技術

として可能であれば、構造物そのものを地震のあと

に健全なまま残したいと考えているはずです。

東日本大震災の起きた2011年3月11日の半月ほど

前にニュージーランドのクライストチャーチで大地

震が起き、市内の建築物が大きく揺れました。富山

県からの留学生などが亡くなられた建築を含め2つ

の建築物が完全に倒壊しました。耐震設計の先進国

でもあり、上で述べた考え方で設計されたほとんど

の建物は倒壊を免れました。日本の関係者はその後

の東日本大震災の惨状があまりに甚大であったた

め、注目していませんでしたが、クライストチャー

チの建築物には多くの損傷が残っていたとのこと

で、この3年半の間に1700棟もの建築物が取壊され、

2枚の写真を比べて分かるように更地が増えていま

す。多額の地震保険が支払われたとも言われていま

す。この状況は建築を建てている我々や市民の望む

ことではないことはあきらかです。

当協会が取り組んでいる免震構造と制振構造はこ

の従来の考え方を基本的に見直したものです。免震

構造では積層ゴムやすべり支承によって建築物の重

量を安定的に支え、地震時の水平変形をこの部分に

集中させ、地震時のエネルギー吸収を目的に各種の

ダンパーを配置した仕組みであり、上部構造に塑性

変形を生じさせないのが基本的な考えです。要する

に、大地震後も建築物を続けて使うことができます。

建物内部に生じる加速度が小さいことも大きな特徴
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です。

制振構造には色々な方式があり考え方も多様です

が、望ましい制振構造は、柱・梁構造による骨組本

体にはある程度十分な弾性変形域を持たせ、各種の

ダンパーを柱・梁構造と並列に建物全体に分散設置

し、小さな変形域から減衰効果を発揮させ、地震時

のエネルギー吸収はこれらのダンパーに頼り、柱・

梁構造は塑性化させない方法です。このようにして

設計した建築物は免震構造と同様に地震後にも続け

て使うことができます。地震後にダンパーの吸収エ

ネルギーの残に心配があると判断されれば、部分的

な修繕、ダンパーの入れ替えで構造物を長く続けて

使うことができます。

今では、政府の建物、銀行、計算センター、病院、

学校、住宅、倉庫など、ありとあらゆる建築物に免

震構造が採用され、高層建築から低層建築まで制振

構造の利用もますます増えています。この傾向は、

日本だけでなく米国、中国、台湾、イタリアなどで

も同様であり、当協会の果たすべき役割はますます

大きくなっています。免震構造および制振構造に関

する技術の発展と社会へのますますの普及に、会員

の皆様とともに努力したいと考えています。

写真1　地震前のクライストチャーチ

写真2　地震後のクライストチャーチ
注）地震前写真の左半分と地震後写真の右半分が同位置
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耐震技術は過去の地震災害を教訓に少しずつ進歩
をしているが、その歩みは他の工業技術に比べると
決して早いとはいえない。その中で、最近の免震・
制振技術の進歩と普及の広がりには目を見張るもの
がある。三十年ほど前、私が東北大学の学生だった
ころ、仙台市青葉山に建つ東北大学工学部建設系研
究棟の裏手に免震実証建屋が建設された。上部構造
が同じ耐震建物と免震建物を並べて、地震動観測に
よって免震効果を明らかにしようという試みで、免
震研究の草分け的な存在である和泉正哲先生のお仕
事である。私は志賀マップで有名な志賀敏男先生の
研究室だったので、壁の多い剛構造が正当な耐震構
造で、免震構造はかなり先の夢の技術だと思ってい
た。その免震実証建屋は今も健在で、東日本大震災
では貴重な観測記録が得られている。一方、志賀先
生が構造設計をされた建設系研究棟は地震により大
破し、取り壊されてしまった。1978年の宮城県沖地
震と東日本大震災の二度の大地震を乗り越えたの
で、見事に役目を終えたとも言えるが、跡地に免震
構造の研究棟が建設されたことを思うと、なにやら
時代の流れを感ぜずにはいられない。
このようなことを書くと、免震構造を手放しで礼

賛しているようだが、必ずしもそういう訳ではない。
初期の免震建物は、新しい試みの常として、安全を
考えて上部構造は通常の耐震設計がなされていた。
つまり免震の上に耐震が乗っていた。そのため上部
構造の応答は弾性範囲に収まり、それが優れた性能
として認められて現在の設計水準になった経緯があ
る。建築基準法では、極めて稀な大地震において人
命保護を最低限の目標としているので、上部構造を
弾性範囲に収める免震構造の設計水準は、法律の主
旨からは過剰な設計とも言える。事実、免震構造に
するだけで、住宅性能表示制度の地震等級は3にな
り、地震保険料は割引になる。当然、建設コストも

想定外の巨大地震を生き残る構造

斉藤　大樹豊橋技術科学大学　教授

耐震構造よりは割高になるので、高級品のイメージ
がぬぐえない。地震に対する安全にお金をかける意
識と余裕のある人が免震構造を選択しているのが現
状だろう。
免震構造が認知されたきっかけは、やはり震災で

示した高い性能である。1995年の阪神淡路大震災で
は神戸に建つ2棟の免震建物が無被害だった。2007

年の新潟県中越地震では、小千谷市にある総合病院
本館が被災したものの、同じ敷地にあった免震構造
の老人福祉施設が無傷で残り、入院患者を避難させ
ることができた。東日本大震災では、津波で多くの
犠牲者が出た中で、免震構造の石巻赤十字病院は機
能を失わずに多くの命を救うことができた。震災後
に建築研究所の調査団として宮城県と山形県の免震
建物を調査したが、半数近くは病院施設で、いずれ
も震災当日から診療が可能であった。お会いした病
院の関係者は口を揃えて免震構造にしてよかったと
言っておられた。免震構造は高級品だが、少なくと
も総合病院のような災害拠点施設は免震構造にして
いくべきだと思う。一方、調査の結果、多くの免震
装置が損傷したり、エキスパンジョンが破損したり
する被害が見られた。これらは技術的に解決可能で
あり、免震構造の価値を損ねるものではない。
免震構造に比べると認知度はそれほど高くない

が、制振構造とくにパッシブ型の制振ダンパーは確
実に普及が進んでいる。免震構造が建物と地盤を直
列につないでいるのに対して、制振ダンパーは例え
ばブレースとして建物と並列に配置されるので、ダ
ンパーが効果を発揮するには建物もそれなりに変形
しなければならない。そのため、弾性変形の大きな
鉄骨造や木造建物の地震応答制御に適しているが、
小さい変形でひび割れる鉄筋コンクリート造建物に
はあまり向いていない。鉄骨造の超高層建物は、建
物本体の固有周期が長く、減衰が小さいので、制振
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ダンパーを組み込んで減衰を増やすことが理にか
なっており、現在では制振ダンパーは標準装備に
なっている。また、長期荷重に対しては通常はダン
パーが効かないものとして構造設計をするので、ダ
ンパーがなくても構造的には十分に安全な建物に
なっている。制振ダンパーを付けるのは大地震に対
する付加的な安全性を担保することが目的なので、
その意味で、免震構造と同じく高級品である。
さて、少し旗色のよくない耐震構造にも目を向け

てみよう。やはりその強みは経験に裏打ちされた技
術と実績、そして経済性である。阪神淡路大震災で
は1981年以降の新耐震基準で設計された建物の倒壊
はわずかであった。東日本大震災でも、揺れで倒壊
した建物は新耐震以前のものに限定されていた。免
震構造や制振構造が普及したとはいえ、世の中のほ
とんどの建物は耐震構造である。
もう一つ耐震構造の強みを挙げるとしたら、それ

は構造性能の多様性かもしれない。耐震構造には、
木造のように柔らかく強度の低い構造から壁式RC

造のように硬く強度の高い構造まで様々な性能の建
物が存在している。こうした性能の多様性が、想定
外の巨大地震から生き残るためには大切なような気
がしている。少し話が飛躍するが、生物学では、遺
伝的な多様性が乏しいクローン生物は、病害虫や異
常気象などによる環境の変化によって一斉にダメー
ジを受けて絶滅する危険性があるといわれている。
仮に世の中の建物がすべて同じ構造になったら、平
均的な性能が高くても、ばらつきが小さいために想
定外の巨大地震で一斉に倒壊するかもしれない。ば
かげた話だと思われそうなので、例を挙げよう。
1988年にアルメニアで起きた地震では、人口7万人
のスピタク市が壊滅的な被害を受け、2万人近い犠
牲者が発生した。その原因は、共産主義の下に工場
生産された同一規格のプレキャスト鉄筋コンクリー
ト造集合住宅群の崩壊である。構造に多様性がない
ことが惨事を拡大したと言える。想定外の巨大地震
に備える戦略として、構造性能の多様性や冗長性の
確保は重要と思う。
東日本大震災では、津波被害、原子力発電所の事

故など、想定外の被害が起きた。国は、次の巨大地
震は南海トラフで発生するとして、地震の規模につ
いては想定外をなくそうと、マグニチュード9クラ
スの巨大地震を想定し、対策を検討している。その
結果、私が住む豊橋市の推定震度マップは、一面、

震度7の赤色で覆われてしまった。ここまで大きい
と、もう仕方がないという思考に陥ってしまう。こ
れでは危機管理にならない。
耐震構造の水準は、過去の震災を教訓に決定論的

に決められている。2000年に建築基準法が性能規定
化されたときに、欧米にならって地震力を再現期間
や超過確率で定義するかどうか建築研究所内で議論
になったことがある。結局、「稀に発生する地震に
よる力」と「極めて稀に発生する地震による力」と
いうあいまいな表現に落ち着いたが、この背景には、
確率よりも前例に従って決定論的に考える日本人的
な心理が働いていたように思う。例えば、阪神淡路
大震災をもたらした地震は、再現期間が1500年と言
われているので損失の確率的な期待値は小さい。し
かし、一度の地震による損失があまりに大きいため、
心理的に無視することができない。しかも前例があ
るということは、意思決定において大きな力を持つ。
東日本大震災は想定外と言われるが、想定を阻んで
いたのは、前例を過大に重視する（逆に前例のない
ものを軽視する）心理もあったのではないだろうか。
そう思うと、前例のない巨大地震に備えて一般の

耐震構造の水準を強制的に上げることは難しい気が
する。巨大地震の想定は、危機管理のためと割り切っ
て、被害が起きた後の対処を中心に考えた方がよい
のかもしれない。しかし、免震構造や制振構造（と
くに超高層）は、もともと耐震構造に安全を上乗せ
する形で進化してきたので、巨大地震にも対処でき
る（生き残る）可能性がある。防災科学技術研究所
のE-ディフェンス震動台では、巨大地震を想定した
免震構造の擁壁衝突実験や超高層建物の倒壊実験が
行われており、安全性にはかなりの余裕があること
が分かっている。
豊橋市にも数は少ないが免震マンションがある。

もし、震度7の激震が市街地を襲った場合、ほとん
どの建物が被害を受ける中で、免震マンションが無
傷で残ることが十分に予想される。その際には、免
震マンションの存在は、地域住民が助け合う共助に
おいて重要な役割を担うことになるだろう。今、マ
ンション住民に働きかけをしているが、免震マン
ションを核とした地震防災コミュニティの形成がで
きれば、免震構造のさらなる普及につながるのでは
と期待している。



5免震建築紹介

1　はじめに
大星八重洲ビルは、地震に対する高い安全性の事
務所ビルを建てたいという建築主の要望に基づき、
オフィス街の角地となる敷地をいっぱいに利用した
塔状比の大きな免震建物として計画された。
以前から、塔状比の大きな免震建物の免震層に風
外力が及ぼす影響は、十分な設計配慮が必要である
と指摘されており、その設計判断に必要な指針等が
最近整ってきている。1）・2）

本建物は、免震層の耐風安全性を検証することで、
免震性能と耐風性能をバランスよく両立させた四本
柱免震建物である。
本稿では、風応答解析に基づいた免震層の耐風設
計を中心に紹介する。

免 震 建 築 紹 介

大星八重洲ビル

山中　昌之
大林組

岸　浩行
同

堂地　利弘
同

貞弘　雅晴
同

齋藤　元嗣
同

小野　佳之
同

2　建築概要
建 設 地：東京都中央区八重洲2丁目8番
建 築 主：大星ビル管理株式会社
設 計 監 理：株式会社大林組一級建築士事務所
施 　 　 工：株式会社大林組
建 築 用 途：事務所、店舗
階 　 　 数：地上11階 建物高さ：45.52m

延 べ 面 積：1652.84m2 建築面積：171.27m2

構 　 　 造：上部鉄骨造（CFT）、下部RC造
基 礎 形 式：場所打ち鋼管コンクリート拡底杭

写真1　建物全景写真 図1　1階平面図兼配置図（下）、基準階平面図（上）
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3　構造概要
本建物は、1階と2階の間に免震層を設けた中間層

免震建物である。
上部構造はCFT柱と鉄骨梁による純ラーメン架

構、下部構造はRC造の純ラーメン架構、基礎構造
は1FL-24.7mを支持層とする場所打ち鋼管コンク
リート拡底杭である。
上部構造の平面形状は11.05m×11.7m、上部構造

のみの塔状比は約3.5、免震層設計クリアランスは
450mmである。

4　免震部材配置
支承材として柱直下の4箇所に直動転がり支承（以
下、CLB）を配置し、復元材及び減衰材として鉛プ
ラグ挿入型積層ゴム（以下、LRB）を面圧が作用し
ない状態で建物四隅に配置した。LRBの4基配置に
より免震層の回転剛性を上げ、捩れ成分を含む風荷
重に対する耐風性能の向上を図った。また、2次形
状係数＝3.5、ゴム層厚200mmのLRBを採用し、復
元力が過大になることを抑えることで、免震周期Tf

＝4.1秒の高い免震性能を確保した。
LRBの鉛プラグ径は、等価荷重振幅による簡易評
価3）により、継続時間の長い暴風時でも鉛の温度上
昇を伴わず、安定挙動する為に必要な減衰量により
決定した。免震層の降伏せん断力係数a sは、0.035

である。

5　免震層の耐風設計方針
本建物は、L1風荷重に対しても免震層の降伏を許
容する設計とする。免震層の復元力特性と風荷重の
関係を図4に示す。ここでの風荷重は、H12建告1461

第三号イのL1風圧力と同第三号ロのL2風圧力とする。

免震層降伏荷重とL2風圧力変動成分の関係を図5

に示す。変動成分に対して免震層が弾塑性挙動する
為、耐風設計指針1）におけるランクCに分類される。
ランクCとなる免震層の耐風設計として風応答解

析の結果をもとに以下の項目を確認した。
・風荷重時の最大応答値
・風荷重時の免震層エネルギー吸収
・免震部材の耐風安全性評価
・免震部材の累積疲労損傷評価

図2　軸組図

図3　免震部材配置図

図4　免震層復元力特性と風荷重

図5　免震層降伏荷重とL2風圧力変動成分
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6　風荷重時の最大応答値
風荷重変動成分に対する免震層最大応答は、風応
答解析にて確認する。採用する層風力波形は、周辺
建物を除いた単独状態の風洞実験にて測定した値か
ら算出した。
中間階（6階）の層風力波形を図6に示す。波形の
時間間隔を⊿t＝0.0421秒、合計約750秒とし、その
うち100秒から700秒までの600秒間（10分間）を解
析対象とする。
なお、渦励振及び空力不安定振動は、荷重指針4）

に従って検討し、発生しないことを確認している。

風応答解析に用いた解析モデルを図7に示す。構
造上主要な部材を線材に置換した立体モデルとす
る。柱、はりの材端をMSモデル、免震部材をMSS

モデルとする。減衰は、上部構造のみにh＝2％の剛
性比例型減衰を考慮する。
受風面積が大きいX方向を風方向、Y方向を風直

交方向とし、風荷重の入力は、捩り方向を含めた3

方向同時入力とする。
L2風圧力変動成分と免震層応答せん断力の関係を
図8に示す。

L2風圧力変動成分770kNに対し、免震層の最大応
答せん断力は、風方向789kN、風直交方向889kN、
及び任意方向912kNとであり、風応答解析の応答値
が告示の値をそれぞれの方向で上回っている。
風応答解析による免震層の軌跡を図9に示す。最

大応答変位は、風方向で86mm、風直交方向で88mm

とほぼ同程度である。風方向の86mmと風荷重の平

均成分によるクリープ変形207mmを足して、免震層
重心位置の最大変形量は293mmとなる。これに、免
震層のねじれを考慮した建物最外縁の最大変形量は
318mmとなり、設計免震クリアランス450mm以下に
収まる。このとき、LRBの歪み度は、g＝160％で、
LRB設計クライテリアg＝200％以下となる。
また、免震層の水平応答回転角は、q＝0.005radで、

CLB設計クライテリアq＝0.014以下となる。

図6　中間階（6階）の層風力波形

図7　解析モデル図

図8　L2風圧力変動成分と免震層応答せん断力

図9　免震層の軌跡
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7　風荷重時の免震層エネルギー吸収
10分間を対象とした風荷重による免震層の入力エ
ネルギーと各吸収エネルギーの収支を図10に示す。
LRBで58％、CLBで35％を負担し、免震層で合計
93％を吸収する。

LRBとCLBそれぞれ4基合計の荷重－変位関係を
風方向、風直交方向別に図11に示す。
風直交方向の方が、大きな履歴ループを描き、吸
収エネルギーが大きいことを確認出来る。

8　免震部材の耐風安全性評価
LRBは、長時間の多数繰り返し変形により温度上
昇し、応答特性が変化することが知られている。
ここでは、「仕事率による健全性評価基準」3）に基
づいて、LRBの耐風安全性評価を行う。
風応答解析結果より、600秒間でのLRB吸収エネ

ルギーは、1基あたり121［kN×m］である。これを
鉛プラグ体積で除して、1秒あたりの仕事率に換算
すると0.07［N/mm2/s］となる。これは、判定値0.40

［N/mm2/s］より十分に小さい為、本建物では、LRB

が風荷重時に温度上昇を伴わないと判断する。

9　免震部材の累積疲労損傷評価
建物供用期間50年における免震部材の健全性を確

認する。ここでは、LRBの許容吸収エネルギーが、
吸収エネルギーを上回ることを確認する。
まず、許容吸収エネルギーは、鉛プラグ単位体積
あたりの許容吸収エネルギー6.6［N×m/mm3］6）から
算定し、LRB4基で80,000［kN×m］と設定する。
一方、吸収エネルギーは、下記①～④の事象によ
る吸収エネルギーの合計とする。
①L2地震動により、3,810［kN×m］
②長周期地震動5）により、406［kN×m］
③  L2の風外力による吸収エネルギーは、本件での
風応答解析対象10分間における結果をそのまま
4.5時間継続換算して、20,871［kN×m］
④  建物供用期間50年における風荷重による累積吸
収エネルギーは、免震層が降伏する風速24m/s

以上の1m/sごとに吸収エネルギーと継続時間7）

を掛け合わせてから合算し、33,268［kN×m］
①～④の合計は、58,355［kN×m］となる。比較

すると約3割の余力があることが確認出来た。（ここ
では、CLB負担分もLRBが全て負担する安全側の評
価としている。）図12に供用期間50年における風速
1m/sごとの継続時間、風荷重による10分間の吸収エ
ネルギー、及びその累積吸収エネルギーを示す。

図11　荷重－変位関係（LRB、CLB）

図12　風速1m/sごとの継続時間と吸収エネルギー

図10　エネルギー収支
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10　風荷重評価における周辺建物の影響
風応答解析の層風力波形は、建物単独時における
風洞実験の結果を採用している。
ここでは、周辺建物の影響を考慮して数値解析で
算定した風荷重が、風洞実験に基づく建物単独時の
風荷重を上回らないことを確認する。
数値解析には、自社開発の数値風洞プログラム「エ
アロダイナⓇ」を使用した。
変動転倒モーメント係数のパワースペクトルを図

13に示す。比較の為、単独風洞実験の結果もプロッ
トする。周辺建物の影響により風直交方向特有の変
動風力のパワーが低減されていることがわかる。

比較の結果、X方向で単独時の80％程度、Y方向で
40％程度といずれも単独時を下回る結果を確認した。
一方、再現期間が短い高周波数域では、270度方
向解析時にパワースペクトルが増幅する傾向がみら
れた。図14に示す270度方向の瞬間速度ベクトル図
にて、道路反対側の建物からはね返る風が大きく増
幅していることが確認出来る。

11　日常風対策
「エアロダイナⓇ」の数値解析から、周辺建物の影
響により、日常風の増幅が確認された。そこで、日
常風による建物の振動を低減し、居住性を向上させ
る目的で、TMDを設置した。
マス重量5トンのTMD2基をねじれ振動に対して

も効果を発揮できるように屋上に対角配置した。
設置後の現地性能確認試験で、X方向・Y方向と

も3％以上の付加減衰を確認している。

12　免震層の残留変形
LRBは、クリープ特性によって、ゆっくりと原点

にもどる性質をもつが、残留変形50mm以上が確認
された場合には、原点復帰作業を行う。
本建物では、上部構造重量が比較的軽い為、上部
構造と下部構造をチェーンブロックで連結し、互い
に引き寄せることで原点復帰が可能な機構を備え
る。チェーンブロックを建物の各辺に2箇所、計8箇
所に設置出来る。写真3にて、チェーンブロックを
設置する原点復帰機構を確認出来る。

写真2　屋上に設置したTMD

図14　瞬間速度ベクトル図（270度方向）

図13　変動転倒モーメント係数のパワースペクトル

写真3　原点復帰機構と免震部材
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13　免震層のフェールセーフ機構
本建物は、中間層免震建物であり、基礎免震建物
のように擁壁が存在しない。そこで、設計地震動を
大きく上回る地震が発生した場合、上部構造から吊
り下げているEVシャフトを下部構造に衝突させる
ことで免震層の過大変形を防ぐフェールセーフ機構
（X方向変形時はEVシャフトと振れ止めの組み合わ
せ、Y方向変形時はEVシャフトのみ）を設けた。

万が一の衝突時に、上部構造の応答せん断力が増
加することがわかっている。8）四本柱架構の本建物
では、冗長性を確保する為、フェールセーフ機構の
衝突から降伏に至るまで、上部架構及び下部架構を
弾性限範囲に留め、崩壊形に至らない設計とする。
ここでは、フェールセーフ機構の履歴特性を免震
層の復元力特性に加算し、設計地震動の入力を漸増
して、建物の挙動を確認した。
図16に免震層の復元力特性を示す。フェールセー
フ機構が機能することで、免震層の応答せん断力は、
衝突以降、約1.8倍に上昇するが、免震層の変形は、
十分に抑えられる。

一方、上部構造の最下層応答せん断力は、衝突以
降、約1.5倍となるが、層間変形角は1/150未満であり、
弾性挙動範囲内であることが図17に示す上部構造の
復元力特性にて確認出来る。
この層間変形角1/150時点で建物に塑性ヒンジ発

生がないことを静的増分解析にて確認しており、
フェールセーフ機構が十分に機能する間、建物は健
全に挙動し、四本柱免震建物の冗長性を確保出来た。

14　おわりに
免震層の耐風安全性を検証することで、免震性能
と耐風性能をバランスよく両立させた塔状比の大き
な四本柱免震建物を実現した。
最後に、設計する機会を与えて頂いた建築主、構
造性能評価審査を担当して頂いた大熊武司氏（神奈
川大学名誉教授）、北村春幸氏（東京理科大学教授）、
日本建築センター担当者、設計初期段階から免震部
材に関する技術資料を提供頂いたオイレス工業
（株）、（株）免制震ディバイス、その他関係者にこ
の場を借りて心よりお礼申し述べたい。

参考文献

1）「免震建築物の耐風設計指針」（JSSI：2012）

2）「免震構造設計指針」（AIJ：2013）

3）「高層免震建物における強風時のLRBの挙動」（オイレス工業（株）：

技術資料No.K-99-H-026）

4）「建築物荷重指針・同解説」（AIJ：2004）

5）「超高層建築物等における長周期地震動への対策試案について」（国

土交通省：H22/12/21）

6）「応答制御建築物調査委員会報告書」（JSSI：2012）

7）「地形効果を考慮した台風シミュレーション手法の開発」（大林組技

術研究所報No.70：2006）

8）「過大地震動下における免震建物の応答特性」AIJ九州支部研究報告（髙

山峯夫ら：2007）

図16　免震層の復元力特性

図17　上部構造の復元力特性
図15　フェールセーフ機構
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1　はじめに
本事業は、東北大学医学部星陵キャンパス内の既
存3号館に対して、耐震性能向上を目的とした中間
階レトロフィット免震による耐震補強を行うと同時
に、内外装及び設備の全面的な更新工事を行うもの
である。建物は以前より、耐震性能が不足している
（Is＜0.7）と判定されていた。2011年の東北地方太
平洋沖地震および余震（東日本大震災）を受けて大
地震時の安全性と共に重要な研究活動の維持継続の
必要性から免震化を図ることになり、実現性から中
間階免震を採用した。また工事に際しては、本建物
が医学部の重要な機能を有していることから、居な
がらできる改修工事とし、フロア間の移転・改修を
繰り返しながら全面的なリニューアルも同時に実施
している。

2　既存建物概要
3号館は昭和44年（1969年）竣工で築45年が経過

している。主な用途は大学（医学部）となっており、
研究室や動物実験施設等が配置されている。

免 震 建 築 紹 介

東北大学（星陵）医学部3号館耐震改修事業

建物構造上の特徴として、柱・大梁は主材がアン
グル組立材、柱のウエブはTie－PL形式、大梁はラ
チス形式による非充腹型の鉄骨鉄筋コンクリ―ト造
となっている。
平面形状は46m×28.5mの整形をしており、中央
部分に階段やエレベーターの集まるコアが配置され
ている。コア部分に配置されているRC耐力壁の壁
厚は200～700mmとなっている。外周のバルコニー
先端にはデザインとしての細い方立て柱が全周に配
置され、外観上の特徴となっている。

所　在　地：仙台市青葉区星陵町1－1

建　築　主：国立大学法人　東北大学
用　　　　途：学校（大学）、病院
既存設計年度：昭和43年（1968年）
既存竣工年度：昭和44年（1969年）
改修工事設計：株式会社竹中工務店
　　　　　　　東北一級建築士事務所
改修工事施工：株式会社竹中工務店東北支店

写真1　建物外観

安岡　千尋
竹中工務店

髙橋　伸一 油川　健樹
同 同

図1　基準階伏図
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延 床 面 積：14,080m2

建 築 面 積：1,397m2

建 物 高 さ：57.1m

階 　 　 数：地下1階、地上12階、塔屋3階
構 　 　 造：鉄骨鉄筋コンクリート造
塔 　 　 屋：鉄筋コンクリート造
架 構 形 式：耐力壁を有するラーメン（両方向）

3　既存建物調査結果概要
本建物は平成10年（1998年）に耐震診断（2次）

が実施され、診断結果はIs＝0.43～0.82となってい
た。今回、免震改修による補強設計を実施するにあ
たりコンクリートコアを追加採取し、圧縮強度試験
を実施した。表1にコンクリート強度試験の結果一
覧を示す。概ね建設時の設計基準強度Fc＝21N/mm2

を満足する結果となった。
また、既存躯体のひび割れ調査を行った結果の一
部を図2に示す。中央部分に配置されたコア部分の
RC壁の全階にひび割れが発生しており、ひび割れ
幅も1.0mm以上のものが観測された。仕上等の様子
から2011年の東日本大震災において、その多くのひ
び割れが発生したと考えられた。

4　補強・改修計画概要
免震層の配置は、1階柱頭部分（一部、常用エレベー
ターシャフト部分はB1階柱頭部分）で既存躯体を切
断し、免震装置を設置する計画としている。免震装
置が取付く上下の既存躯体はあと施工アンカーを使
用した打増しを行い、免震装置から発生する付加応
力に対する補強を行っている。図2　X3通 ひび割れ状況

図3　補強・改修工事概要

表1　コンクリート採用強度
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補強柱の寸法は免震装置が取付く寸法も考慮し、
1,350×1,350～1,450×1,650mmとしている。柱・大
梁の打増し補強例を図4に示す。3階から上階の既存
躯体では基本的に耐震補強を不要とし、補修のみの
工事としている。また、耐力壁に見られた0.3mm以
上のひび割れについては、全てエポキシ樹脂注入に
よる補修を行い、強度と耐久性の回復を図っている。
さらに、免震改修と同時に建物全体の内・外装の
改修も上階から順次行うとともに、既存設備を生か
しながら全面設備更新工事を行う必要があった。そ
のため、屋上に新規の設備架台を新設し、必要な設
備機器の設置を可能にしている。またエレベーター
は常用3台を1階までの着床とし、ピットを新たに設
けることで中間階免震に対応した。B1階まで着床す
る非常用エレベータ1台は、中間階免震対応型とし
て新規に設置している。

5　免震構造計画
図5に免震装置の配置図を示す。建物外周部分に
高減衰ゴム系積層ゴム支承を29台、中央コア部分に
天然ゴム系積層ゴム支承を14台配置し、地震時のね
じれ挙動を抑える計画としている。装置の径はφ
750～950mmを使用している。また、オイルダンパー
（最大減衰力750kN／台）を各方向2台（合計4台）
設置している。取付け高さは1階天井部分とし、1階
床から立ち上げた反力壁と2階大梁をつなぐ形で設
置している。1階部分の免震クリアランスは、地震
時の最大水平変位を考慮して480mmとして計画して
いる。柱に取り付けた免震装置には全て耐火被覆材
を取付け、耐火性能を確保している。水平スリット
のレベルを1FL＋2,350mmで基本的に統一すること
で、地震時の水平変位に対して複雑な取合いが発生
しないよう配慮している。

6　時刻歴応答解析
表2に耐震性能目標値を示す。大地震時（レベル2）
におけるクライテリアとしては損傷防止を目的に最
大層間変形角を1／300以下とし、既存部材の性能と
しては弾性限耐力以内、補強部材については短期許
容応力度以内となるように設定している。解析モデ
ルは17質点の等価せん断モデルとしている。
また、スケルトンモデルについては、エポキシ樹
脂によりひび割れ補修を行った壁の剛性低下を考慮
し、初期剛性を85％に低下させることで評価を行っ
た。入力地震動一覧を表4に示す。2011年東北地方
太平洋沖地震の観測波や断層モデルによる模擬地震
波も含めた解析を行っている。
解析の結果は、最大層間変形角1／894、免震層の
最大せん断歪177％、居室階（12階）の最大応答加
速度162gal、各部材の応力状態も全てクライテリア
を満足する結果となった。また、上下動の応答解析
結果から0.35Gの鉛直震度を考慮して、地震時に免
震装置に発生する最大引張力が1.0N／mm2以下とな
ることを確認した。

図5　免震装置配置図

図4　柱・大梁の打増し補強例  

表2　耐震性能目標値
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7　施工管理概要
今回の免震改修工事で、免震層を平面的に工区分
けして進める必要があったため、免震装置取付け後
のゴムの縮みにより発生する相対変位を抑えて既存
躯体の健全性を維持する目的から、免震装置プレ
ロード工法を採用した。本工法の詳細と作業手順を
図7、8に示す。免震装置の下部に仮受け鋼管（ネジ
加工）と油圧ジャッキを配置し、装置下側から負担
軸力分のプレストレスを導入して免震装置を強制的
に圧縮し、縮んだ分に合わせネジ鋼管を延ばして固
定することで、ジャッキダウンした後の沈下を防止
する工法である。工事は1回のステップで切断する
柱の本数を4本以内とし、全体を12ステップに分け
て順次工事を進めていった。施工時の変位管理につ
いては、1次管理値を相対変位が1／1500以下となる

表3　固有周期（秒）

表4　入力地震動一覧

図6　最大応答層間変形角

図8　免震装置プレロード工法作業手順

図7　免震装置プレロード工法詳細
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ように設定して行った。また、免震モニタリングシ
ステムを導入して、設置した免震装置の挙動をリア
ルタイムで計測することで、工事中の建物に異常な
変位が発生していない事を確認しながら工事を進め
た。
免震化工事における既存躯体切断時に地震時水平
力を負担する仮設補強は、仮設ブレース（写真2）、
壁スリット部への仮設補強プレート（写真3）、免震
装置リストレインプレート（写真6）の3種類を適用
して、原設計の地震力に対する安全性を確保した状
態で工事を行った。

8　おわりに
本事業では中間階におけるレトロフィット免震改
修を免震装置プレロード工法によって実現し、高い
耐震性を実現すると同時に、建物全体のリニューア
ルを実施している。最後に本事業の関係者の皆様方
には多大なるご支援・ご協力を頂き、深く感謝申し
上げます。

写真2　仮設ブレース

写真3　仮設補強PL

写真4　既存柱切断状況

写真5　プレロード導入状況

写真6　免震装置取付け完了
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短辺（Y）方向の長さが70.9m（基準スパン7.6m）
である。階高は、地下階が5.5m、地上階が3.3～6.1m、
塔屋階が3.0～3.1mである。また、基礎形式は、杭
基礎（PC杭）である。

以下に、建物概要を示す。
所在地：静岡県下田市白浜2732-7

用 　 　 途：ホテル
建 築 面 積： 4,956m2

延 床 面 積：13,745m2

階 　 　 数：地下1階、地上6階、塔屋2階
軒 　 　 高：22.15m

構 造 形 式：鉄骨鉄筋コンクリート造（1～2階）
　　　　　　　鉄筋コンクリート（地下、3階以上）
架 構 形 式：耐力壁付きラーメン構造
施 　 　 主：（株）伊豆急コミュニティー
補 強 設 計：東急建設（株）、（株）i2S2

施 　 　 工：東急建設（株）
工 　 　 期：平成23年4月～12月（6.5ヶ月）
　　　　　　　（7月・8月休工）

1　はじめに
ホテル伊豆急は、静岡県下田市白浜海岸に面し、
客室をオーシャンビューに配置したリゾートホテル
で、昭和49年に竣工した建物である。
耐震改修の方法として強度増強型の耐震補強案が
検討されていたが、その耐震改修案では補強箇所数
が多く、かつ客室の眺望を損なうこと等から、補強
効率が高く、客室の眺望を損なうことのない制震改
修案を採用している。
制震部材の配置は、客室裏側（山側）外部への集
中配置を基本とすることで客室を避ける計画とし、
通常営業の中で、居ながら施工としている。

2　建物概要
本建物は、地下1階、地上6階、塔屋2階の建物で、
地上1～2階を鉄骨鉄筋コンクリート造、その他を鉄
筋コンクリート造とする建築物である。平面形状は、
長辺（X）方向が中間部でくの字形（-35°）となっ
ている。X方向の長さが119.3m（基準スパン8.0m）、

制 震 建 築 紹 介

ホテル伊豆急

新井　知彦市川　一美 新沼　隆司 公塚　正行 宮島　洋平
同東急建設 同 i2S2 同

写真1　建物全景

図1　2階伏図



17制震建築紹介

制 震 建 築 紹 介

3　改修計画概要
本建物の耐震改修計画は、建物の層間変位を抑え
るために、地震エネルギーの吸収装置である制震部
材を適切に配置する制震改修計画とし、制震部材は、
トグル制震装置を採用している。トグル制震装置は、
オイルダンパーのエネルギー吸収効率を高めるた
め、梃子機構を応用した制震装置（図3）である。

X方向は、耐力壁付きラーメン構造であり、耐力
壁は客室から廊下を挟んだバックヤード（山）側に
配置されている。トグル制震装置は、図4（4階配置
図）に示すように、耐力壁部分（Y4通り、X4～X8）
に外付け補強として集中配置している。なお、耐力
壁は、3方向に耐震スリットを設けている。Y方向は、
客室の界壁が耐力壁となっているが、1～2階はホテ
ルロビーであり、下階壁抜けとなっている。また、1～
2階の平面的に広がりを有する部分は、大宴会場等
があり、耐力要素が少ない。このため、1～2階にト
グル制震装置を配置する計画としている。
主な、補強内容および補強箇所数の一覧を、表1

に示している。

4　強度増強型補強案（他社案）
従前に検討されていた強度増強型補強案の補強内
容と補強箇所数の一覧を表2に、補強配置図を図5に
示す。強度増強補強案では、客室の眺望を阻害する
鉄骨ブレースが2室間に渡って配置されており、客

室のレイアウト変更も余儀なくされる耐震改修計画
案となっている。また、客室階では、全体的に客室
界壁の耐力壁の増打補強などが計画され、通常営業
を行いながらの施工は困難であると同時に、内装費
用も多額となると推測される。本案は、顧客満足度
が得られず頓挫していた。

5　目標耐震性能
本建物の目標耐震性能は、各層、各通りの最大応
答層間変形角がX方向では1～2階が1/150以下、3～6

階は純ラーメン構造のため1/120以下、Y方向では1～
2階が1/150以下、3～6階は耐力壁のせん断降伏防止
のため1/250以下としている。鉛直支持部材である
柱および耐力壁はせん断破壊しないこと、オイルダ

図2　Y2通り軸組図

図3　トグル制震装置の概念

図4　トグル制震装置の配置（4階）

写真2　山側（Y4通り）外付け補強トグル制震装置の配置

表1　制震補強内容および補強箇所数
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ンパーの最大応答速度が限界速度以下としている。
補強設計用入力地震動は、表3に示している。告

示波は、極めて稀に発生する地震動の加速度応答ス
ペクトルの強さとし、継続時間を120秒、位相をJMA  

KOBE 1995 NS成分波（告示波L2－1）、HACHINOHE  

1968 NS成分波（告示波L2－2）、および乱数（告示
波L2－3）としている。観測波は、極めて稀に発生
する地震動に対応するものとして、最大速度値を
50cm/sに基準化している。
告示波L2の総入力エネルギーの速度換算値は、X

方向入力時では83.2～124.0cm/sであり、Y方向入力
時では89.7～124.7cm/sである。これらの数値は、「免
震構造設計指針」（社団法人日本建築学会）の第2種
地盤における損傷に寄与するエネルギースペクトル
VD＝120cm/sの0.48~1.08倍の数値となっている。

6　地震応答解析
振動解析モデルは、立体骨組振動モデルとしてい
る。解析モデルの概要および解析方法は、表4およ
び表5に示している。トグル制震装置は、設計形状
どおりのモデルとして配置し、オイルダンパーは
Maxwellモデルとし軸剛性を評価し、減衰力特性は
バイリニア型、履歴特性は逆行型としている。トグ
ル腕部材は、接合部の変位ロスを考慮したスリップ
モデルとしている。なお、本誌に示す解析モデルは
地下階および塔屋階を除いたモデルとしている。
解析は、X・Y方向に加えて平面形状を考慮したU・

V方向を行っている。また、オイルダンパーの特性

表2　強度増強型補強案の内容および補強箇所数

図5　強度増強型補強案の耐震改修計画（4階）

図6　告示波L2による総入力エネルギー

表3　補強設計用入力地震動

表5　解析方法

表4　解析モデルの概要
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値の変動を考慮して行っている。最大応答図は、特
性値が標準状態時、重心位置の最大応答層間変形角
および最大応答絶対加速度を図8～9に示している。
図10に、告示波L2-1およびEL CENTORO NS 1940に
おける地震入力エネルギーの時刻歴を示している。
トグル制震装置の吸収エネルギーEVは、X方向では
約55％、Y方向では約20％を吸収し、建物の損傷を
抑えている。また、極めて稀に発生する地震動時に
柱および耐力壁がせん断破壊しないことも確認して
いる。
建物の耐震性能の判定は、表6に示すように、極

めて稀に発生する地震動時における最大応答値が目
標耐震性能以下であり、十分な耐震性能を有してい
ると判断している。
最後に、非制震時の最大応答層間変形角を図11に、

X方向の最大応答変位が発生する時刻の変形図を図

12に示す。最大応答層間変形角は、制震時において
はX方向で1/148、Y方向で1/344、非制震時において
はX方向で1/72、Y方向で1/183である。X方向の最
大応答変位は制震時で7.6cm、非制震時で15.8cmで
ある。以上のように、本制震補強により、耐震性能

図7　立体骨組振動モデル

図10　トグル制震装置の吸収エネルギー

図8　最大応答層間変形角（重心位置）

図11　非制震時の最大応答層間変形角（重心位置）

図9　最大応答絶対加速度（重心位置）

表6　耐震性能の判定（標準・上限・下限状態を含む）
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が大きく向上していることが確認される。

7　まとめ
トグル制震装置を採用した宿泊施設の制震補強概
要を紹介した。また、設計・施工に当たり関係各社
には多大なご協力を頂きました。この場を借りて深
く感謝の意を表します。最後に本誌への掲載をご快
諾頂いた（株）伊豆急コミュニティー、（株）伊豆
観光ホテル様に対し、誌面をお借りしてお礼申し上
げます。図12　制震と非制震の最大応答変位の比較（X方向）
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位試験用ジャッキや土圧計等各種センサーにより
免・制震技術の開発や実証実験が行えます（図1）。

1　はじめに
愛知県名古屋市の名古屋大学東山キャンパス内に
平成26年3月に完成した「減災館」を紹介します。
名古屋大学は地域社会と一致協力して南海トラフ巨
大地震など大規模災害への備えをすすめる活動を
行っており「減災館」はその活動の集大成の一つと
なります。
当日は名古屋大学減災連携研究センター福和伸夫
教授、日建設計様、清水建設様にご説明、ご案内い
ただきました。

2　建築物概要
建　築　地：愛知県名古屋市千種区

名古屋大学東山キャンパス内
建　築　主：名古屋大学
設 　 　 計：名古屋大学施設管理部

日建設計
監　　　理：名古屋大学施設管理部
施工（建築）：清水建設
主　用　途：大学
建 物 規 模：地下1階、地上5階
建 築 面 積：713.10m2

述 床 面 積：2,897.83m2

構 　 　 造：RC造、基礎免震構造
減災館は「減災連携研究センター」の活動拠点と
して自治体や企業と連携し減災研究を進めるほか、
防災教育の場として、また災害時は大学・関係機関
の防災拠点と情報収集拠点として機能します。
減災館は、減災研究のシンボルとして建物そのも
のが耐震研究の実践の場となっています。屋上実験
室はアクチュエータで加振することができ建物の加
振実験が行えます。さらに免震層に設置した強制変

名古屋大学減災館
免 震 建 築 訪 問 記 88

浜 辺  千 佐 子 猿 田  正 明 世 良  信 次 戸 澤  康 弘 人 見  泰 義
竹中工務店 清水建設 CERA建築構造設計 前田建設工業 日本設計

写真1　建物外観

写真2　建物模型と福和教授
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免震層の学内通路に面する部分はガラス張りで
ギャラリー展示し、各種解説パネルを設置する等、
減災や免震に関する理解を広める役割も果たしてい
ます（写真3）。

建物内の1階は「学び」の場として体感・体験し
ながら減災技術が理解できるギャラリー、ホールと
なっており、地域の方も含め幅広く公開されていま
す。2階の「調べ」の場のライブラリーでは災害に
関連する各種資料を公開しています。また対策本部
も設置されています。3・4階は「研究」の場となっ
ています。1階の吹き抜け空間を利用して本建物の
免震周期である5.2秒と同じ振り子周期のぶらさが
りロープがあり、免震周期が体感できます（写真4）。
災害時には東海地域及び名古屋大学の災害対応拠
点となるため、1週間連続稼働できる非常用発電装
置や、愛知県庁や地方整備局とも接続可能な通信網

の整備、水・食料の備蓄等を行っています（写真5）。
さらにアースチューブを通して空気を取り入れる地
中熱利用や日射を避けるルーバーなどの空調負荷低
減により非常時対応のみでなく、日常の省エネにも
役立っています。

3　構造設計概要
建物は、三角形の敷地形状に合わせて1辺約30m

の三角形の平面形状のRC造、基礎免震構造となっ

図1　振動実験環境

写真4　1階ギャラリー周期5.2秒のぶら下がりロープ

写真5　屋上 貯水タンク

写真3　免震層のギャラリー展示（学内通路より撮影）



免震建築訪問記88 23

免 震 建 築 訪 問 記 88

ています。
免震建物の設計概要を以下に示します。

1）目標耐震性能
表1に目標耐震性能を示します。上部構造の応答は
入力波レベル2に対して弾性範囲以内、免震クリア
ランス寸法も免震層最大変位クライテリアの1.5倍
となる90cmを確保した高性能免震建物としています。

2）免震層周期
名古屋大キャンパスが立地する濃尾平野は盆地状深
部地盤構造を有する特徴的な地盤です。当該敷地で
は観測結果から地盤卓越周期が2.5～3.0秒であるこ
とが把握されています。本建物の免震周期はこの地
盤卓越周期を避けるように約5.2秒として設計して
います。
3）免震装置の配置
免震装置は天然ゴム系積層ゴム支承（写真6）、直動
転がり支承（写真7）、オイルダンパーを採用してい
ます。トリガー機構がなく履歴特性が線形の「弾性
免震システム」であるため、免震周期の変動が少な
く入力地震動のレベルによらずに安定した免震効果
が期待できます。本建物で弾性免震システムを採用
できた要因として、これまでの調査・観測により地
盤の卓越周期が確実に予想できたこと、および建物
使用者が関係者に限られており中小地震時等の揺れ
について事前に周知し理解が得られたこと、が挙げ
られます。

4　屋上実験室
屋上の屋上実験室下の免震層には、直動転がり支
承、天然系積層ゴム支承（復元材）、アクチュエー
タが設置されています（写真8）。
アクチュエータによる加振により、以下に例示さ
れるような様々な実証実験、体感が実現できます。
①屋上実験室を対象とした実大加振実験

②屋上実験室内で地震時家具挙動の動画を投影し、
アクチュエータによる地震動加振と連動することで
バーチャル空間を実現、シミュレーション実験や災
害対応訓練への活用をはかる（写真9）。

表1　目標耐震性能

図2　免震装置配置図（免震層）

写真6　免震装置（積層ゴム支承）

写真7　免震装置（直動転がり支承）
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③建物本体を加振（片振幅5Gal，5kine，5cm程度）
することにより免震システムの経年変化の把握やヘ
ルスモニタリングが可能。また屋上実験室下免震層
も建物本体と同じ5.2秒の周期であり高層建物等を
対象とした共振現象の再現検証等も可能となる。
現状の屋上実験室下の免震層は、常時はシアピン
にて水平固定されており（写真11）建物全体は一般
的な基礎免震構造として設計されていますが、将来
的には屋上実験室をTMDまたはAMDとして機能さ
せることによりさらなる応答低減ができる仕組みに
なっています。

5　減災ギャラリー、減災ライブラリー
1階の減災ギャラリーでは津波や液状化の発生メ

カニズムがわかる模型等、各種教材を来館者が自由
に触れることで「減災」への意識を高めています。
3Dプリンターで製作した東海地方の地形模型にプ
ロジェクションマッピングで災害危険度等各種防災
情報を投影するなど、最新の技術も積極的に取り入

図3　屋上実験室下の免震装置配置図

写真9　屋上実験室内 地震時家具挙動の動画

写真10　屋上実験室　見学風景

写真11　屋上実験室下免震層　シアピン

写真8　屋上実験室 免震装置（アクチュエータ、積層ゴム支承）
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れながら減災教育をすすめています（写真12）。

2階の減災ライブラリーでは、東海地方各地域の
歴史資料や古地図が揃えられており、過去の災害や
地形変遷等の情報を今後の減災に役立てるために公
開されています（写真13）。

写真12　東海地方の立体地形模型

写真13　現代と江戸時代の地形比較を投影

6　おわりに
名古屋大学キャンパス内「減災館」は、最先端の
減災研究と地域の方への幅広い減災教育を実現し、
大規模災害時には災害対応拠点となる建物です。東
海地域は製造施設が多く所在しており、また南海ト
ラフ大地震等の発生を懸念し、産業、行政、大学が
一体となり減災に取り組んでいる中で、多くの方の
長年の働きかけによって本建物が実現できた経緯を
伺いました。
取材にあたり、福和教授の減災に対する取組みや
構造エンジニアとしてあるべき姿勢についてのお話
は、取材者の私達にとっても反省と意識向上を促す
ものでした。
最後になりますが、お忙しい中取材に協力いただ
きました福和伸夫教授、日建設計河辺氏、橋本氏、
正田氏、清水建設内本氏、杉山氏に厚く御礼を申し
上げます。

写真14　集合写真
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1　はじめに
免震U型ダンパーは専用に製造した品質の高い鋼
板を曲げ加工した鋼材ダンパーで、鋼材の塑性変形
能力により地震エネルギーを吸収する免震部材であ
る。塑性変形により地震エネルギーを吸収したダン
パーロッドはその形状が変状するが、破断しない限
り地震エネルギーを吸収する性能は有している。し
かし、どの程度性能が残っているか？残っている場
合、あと何回の地震に対して継続使用が可能なの
か？等を定量的に評価することは容易ではなかった。
この状況において、東北地方太平洋沖地震（以下
本地震と称す）後に残留変形を有する免震U型ダン
パー（写真1参照）の交換要否を定量的に判断する
ことが求められた。そこで、本地震を経験した免震
U型ダンパーの残存疲労性能を試験により調査し、

残存疲労性能評価手法を確立したので紹介する。免
震U型ダンパー（梁下設置タイプ）の一例を図1.1に
示す。

2　免震U型ダンパーの疲労性能
免震U型ダンパーは大地震を経験する度に塑性歪
が蓄積するので、ダンパー鋼材が破断する可能性は
否定出来ない。いわゆる低サイクル疲労破壊である。
本論ではダンパー鋼材が破断するまでの繰り返し回
数をダンパーの疲労性能と称す。既往の研究1）にお
いて、一定振幅下でのダンパーの疲労性能は繰り返
し回数Nfとせん断変形角γ tとの関係式（疲労曲線）
にて評価出来ることが示されている。この関係式を
ダンパーに対する載荷方向（0°及び90°）毎に以下
に示す。

 
（1）

 
（2a）

 
（2b）

図2.1に疲労曲線と疲労試験結果を共に示す。図2.1

（a）は免震U型ダンパーの面内方向（0°）に載荷し

東北地方太平洋沖地震後の免震U型ダンパーの
残存疲労性能とその評価法

東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 関 連

富 本  淳
新日鉄住金エンジニアリング

川 村  典 久
NIPPON STEEL & SUMIKIN ENGINEERING USA, Inc.

小 西  克 尚
新日鉄住金エンジニアリング

村 上  勝 英
日建設計

染 谷  朝 幸
同

山 田  哲
東京工業大学

図1.1　別置型免震U 型ダンパー 図2.1　免震U型ダンパーの疲労性能

写真1　震災後の変形状況
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た場合、（b）は免震U型ダンパーの面外方向（90°）
に載荷した場合である。図2.2にはダンパーと載荷
方向の関係を、図2.3にはせん断変形角γ tの解説を図
示する。

3　‌�地震を経験した免震U型ダンパーの疲労損傷
評価

3.1　疲労損傷評価法について
これまで大地震を経験した免震建物からダンパー
を取り出して残存疲労性能を検証した調査はされて
おらず、また、地震を経験したダンパーの残存疲労
性能を推定する手法も確立されていなかった。ダン
パーの残存疲労性能を評価するには、地震後のダン
パーの損傷度が評価出来なければならない。ダン
パーの損傷度を定量的に評価するには、地震時のダ
ンパーのモニタリングが必要であるが、ダンパー
個々の応答変位を時刻歴で計測することは今日では
一般的でなく、免震層に罫書計を数台設置するのが
実態である。
本論はダンパーの地震応答変位の時刻歴記録を用

いずに疲労損傷値を算定し、並行して本地震を経験
した免震U型ダンパーの抜取疲労試験結果を用いて
この損傷値の妥当性を検証した事例を紹介するもの
である。免震U型ダンパーを抜き取った建物は石巻
市、仙台市、登米市に立地する3棟で、罫書板に大
きな変位（最大25～41cm）が記録された。本論で
は石巻市の建物について詳述するが、他の2つの建
物に対しても今回提案の評価法の実用性を確認して
いるので、文献3）も参照されたい。ダンパーの疲
労損傷値は以下に示す3つの手法で算定した。
1）解析による手法

a）エネルギー吸収量による評価
b）時刻歴応答解析を用いた評価

2）罫書記録を用いる手法
3）ダンパーの形状変化に着目した手法

3.2　解析による手法
本地震を経験した免震建物（以下本建物と称す）
の免震層の平面図を図3.1に示す。免震部材は天然
ゴム支承、弾性すべり支承、免震U型ダンパーで構
成されている。図3.2に免震層の復元力特性を示す。
U型ダンパーの導入量は、建物重量の5％程度であ
る。積層天然ゴム支承（NRB）のみでの固有周期は
5.39秒、U型ダンパーの初期剛性とNRBでは1.45秒、
極稀時（49cm）では3.73秒である。本地震での最大
変形は21.3cmであり等価固有周期は3.0秒であった。
図3.3に解析モデルを、表3.1に上部構造の緒元を
示す。解析に用いた地震波は敷地から約3.2km南で
観測された地震波（強震記録K-net（2011/3/11/ 

14:46:00/MYG010、NSおよびEW））である。解析よ
り得られた免震層のオービットを図3.4に示す。建
物の長手方向をx、短辺方向をyとし、NS/EW方向変

図2.2　ダンパーと載荷方向

図2.3　せん断変形角γt

図3.1　本建物の免震層平面図
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位の解析値を座標変換してx/y方向変位を得た。図3.1

に交換対象と示す別置型免震U型ダンパーのx方向

ダンパーロッドを0°方向とした時の時刻歴応答変
位、レインフロー法による頻度分布及び損傷値（n/

Nf）を図3.5にまとめて示す。損傷値ヒストグラム
の総和は0°D＝Σ（n/Nf）＝0.057となった。90°方向
も同様に損傷値を計算しその総和を取ると90°D＝
0.012となり、本地震による免震U型ダンパーの損傷
値はD＝0°D＋90°D＝0.069を得た。さらに、2011/4/7

の余震の観測波を使って同様に疲労損傷値を求める
と、0°D＋90°D＝0.011であり、本地震と余震による
疲労損傷値は0.078となった。なお、エネルギー吸
収量による評価は割愛する。

3.3　罫書記録を用いる手法
図3.1の罫書計①の記録を図3.6に示す。半径80mm 

円内は罫書が重複して判別が難しいため、全振幅
160mm以下の応答はダンパーの損傷に寄与しない繰
り返し回数であったと仮定した。半径80mmを超え
た領域でP1～P14のピーク点を抽出した。図3.6の
δ p1x、δ p2x、δ p1y、δ p2yのようにピーク点の座標をx方向
/y方向に分解し、方向ごとに原点から遠いピーク点
同士を結んだ距離を応答変位振幅と見なした。ここ
で一方に対して他方のピーク点の数に差があるた
め、他方に対応するピーク点がない場合は半径
80mm の円周上の、原点に対して点対称となる位置
に仮想のピーク点を仮定する（例えばP6’）。各振幅
からダンパーのせん断変形角γ tを求め、それらを（1）
式又は（2）式に代入してNf値を計算する。方向毎
の疲労損傷値0°D、90°Dを合算した疲労損傷値は0.041

となった。結果一覧を表3.2に示す。

4　‌�地震を経験した免震U型ダンパーの残存疲労
性能評価

4.1　抜取疲労試験
図3.1に交換対象と示す免震U型ダンパーを2011年

図3.2　免震層の復元力特性
図3.3　解析モデル

表3.1　上部構造緒元

図3.4　解析によるオービット（MYG010）

図3.5　解析による0°方向の損傷値0°D
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6月に免震層から抜き取り、疲労試験を行った。載
荷条件は地震時の挙動を可能な限り再現すること
で、地震で損傷した部位に試験による歪が集中する
よう配慮した。具体的には、免震層から抜き取った
免震U型ダンパー（8本組）からダンパーロッド①
～⑧を取り外し、ダンパーロッド各々の取り付き方
向と載荷方向が、罫書記録から読み取れる振動の方
向性と一致するように2本組み合わせて1体の試験体
とし3体の試験体に作り替えた。0°方向の加振振幅
は4つの罫書板の最大振幅の平均値426mm（±

図3.6　罫書記録と振幅の仮定

表3.2　罫書記録からの疲労損傷値

図3.7　抜取疲労試験体

写真2　試験体設置状況
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213mm）とし、正負交番繰り返し加力した。
表3.3に試験結果一覧を示す。同表中の新品疲労
性能式（1）Nf0は新品のダンパーを用いた疲労試験
結果の平均値である。せん断変形角γ t＝127％の時に、
新品が平均的に84回で破断するのに対して、試験体
1～3は76、70、77回となった。この結果から、残存
疲労性能は76/84、70/84、77/84となり3体の平均で0.88

を得た。
抜取疲労試験から得た残存疲労性能と、疲労損傷
評価法より得た疲労損傷値を足して1.0であれば疲
労損傷評価法は妥当だと言える。残存疲労性能が
0.88の時、疲労損傷値は1－0.88＝0.12となる。これ
に対して解析的手法で算定した疲労損傷値は0.078、
罫書記録による方法では0.041であり、罫書記録に
よる方法が損傷度を過小評価している。これは罫書

記録による方法が半径80mmの円内の罫書記録を無
視したことに起因する。応答解析により求めた疲労
損傷値に対して罫書記録から求めた疲労損傷値は
0.5～0.75倍程度で、補正係数として1.5～2.0を掛け
る必要があることを本建物以外の2つの建物に対し
て同様の検証を行い明らかにしている2、3）。

4.2　ダンパーの形状変化に着目した評価
前章の疲労損傷評価法には解析結果や罫書記録が
不可欠だが、それらが無くても損傷度を評価する方
法を紹介する。写真3に免震U型ダンパーの繰り返
し回数とダンパーロッドの形状変化の様子を示す。
ダンパーロッドは塑性変形の蓄積により徐々に高さ
が大きくなり破断に至ることが見て取れる。この形
状変化を、元のダンパー高さHに対して、形状変化

表3.3　抜取疲労試験結果

図3.9　ダンパーの形状変化比と疲労損傷値の関係

写真3　γt＝150％の時の繰り返し回数とダンパーロッドの形状変化の様子
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後の高さをH’として、形状変化比（以下H’/Hと称す）
に着目し、疲労損傷値との相関を調べた。図3.9に
疲労試験結果から得たH’/Hと疲労損傷値の関係図
を示す。新品のダンパーにせん断変形角γ t＝40、70、
150、300％の4振幅を与えた場合の結果と前節の抜
取疲労試験体No.2とNo.3の結果を共に示す。地震を
経験したNo.2とNo.3は疲労損傷値が0.12、その時の
H’/Hが1.1であったので、点（0.12、1.1）からプロッ
トしている。本建物の疲労損傷値が0.1程度であっ
たことから、0.1に対応するH’/Hについて考察する。
γ t＝40％の時H’/Hは 1.03程度、γ t＝70％で約1.1である。
振幅の小さい領域γ t＜40％では破断に至るまでH’/H
は小さいが、破断までの繰り返し回数が300～1000

回程度（図2.1参照）なので疲労耐久性に不足は無
いと考える。更に大きい振幅領域のγ t＝150、300％
ではH’/Hは1.2程度である。以上からH’/Hが1.1、疲
労損傷値が0.12程度の本建物のダンパーは概ねγ t＝
70％の変位振幅を経験したことと等価と言える。図
3.6に示す罫書記録によれば0°方向にγ t＝70％程度の
振幅（R120の円内）が多く含まれていることからも
矛盾の無い解釈である。以上から地震後に免震U型
ダンパーの交換の要否を確認する振幅の目安として
は、本建物が経験した振幅相当のγ t＝70％程度以上
の振幅を受けた場合を想定し、疲労損傷値を1割程
度と推定する指標として、H’/H＝1.1程度が適当で
ある。
本方法はJSSI免震建物の維持管理基準2012におい

て1次判定法として採用されている。

4　まとめ
免震U型ダンパーの疲労損傷評価手法と残存疲労
性能評価法を紹介した。以下に要点を箇条書きする。
1）  東北地方太平洋沖地震時に極めて大きな変形を

経験した免震建物に用いられていた免震U型ダ
ンパーの疲労損傷値は0.1程度であった。

2）残存疲労性能評価法として、
①応答解析による手法
②罫書記録を用いる手法
③ダンパーの形状変化に着目した手法

の有効性を検証した。
3）  評価法②を用いる際に重複する罫書記録が多い
場合は、疲労損傷を過小に評価する傾向にある
ので、補正係数1.5～2.0を乗じる必要がある。

4）  JSSI免震建物の維持管理基準2012において1次判
定法として採用されている評価法③は震災後に
ダンパーの継続使用可否を迅速に判断すること
が求められる場合に有効な方法である。
今後懸念されている広範囲に渡る大規模地震が発
生した際に、ここに紹介した評価法が地震を経験し
た免震建物の早期復旧に大いに貢献するものと期待
している。
なお、JSSI免震構造設計部会ダンパーWGのメン

バーから貴重なご意見をいただきました。また、防
災科学技術研究所のK-netのデータを利用致しまし
た。御礼申し上げます。
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1　はじめに
米国の初めての免震建物は、ロサンジェルスから97km程東にあるカリフォルニア州サン・バーナーディノ
郡ランチョ・クカモンガに建設されたFoothill Communities Law and Justice Center（FCLJC）である。世界で最
初に高減衰積層ゴムアイソレータを使った免震建物でもある。FCLJCは、サン・アンドレアス断層からわず
か21km離れた位置にあるため、郡の要請に応じて免震構造が採用された。竣工は1985年である。
こうしている間にも世界の各所で地震が発生している。1989年ロマ・プリエタ地震、1994年ノースリッジ
地震、1995年兵庫県南部地震、2011年東北地方太平洋沖地震を代表とする震災の甚大さは、免震構造への期
待と有効性を世界中に示す結果となった。日本では兵庫県南部地震を契機に免震建物の建設棟数を伸ばして
きた。米国では年間推定で4-5棟の免震建物が建設され、2012年3月時点で新築・レトロフィットをあわせて
およそ125棟と報告8）されている。ここでは、新しい免震建物のいくつかを紹介したい。

2　免震に関する設計基準
免震構造に関する設計基準は1986年から使われ始めている。The yellow bookと呼ばれているTentative 

Seismic Isolation Design Requirementsで、Structural Engineers Association of Northern California （SEAONC）の小
委員会がまとめたシンプルなものである。最初に米国で建設されたFCLJCの設計では3次元モデルを用いた時
刻歴応答解析が実施されたようであるが、本書は等価線形化に基づく応答スペクトル法が中心となっている。
あわせて各種の振動台実験や免震部材の性能試験が実施されており、これらの成果がThe yellow bookの作成
に寄与したといわれている。この内容は、1991年最初の正式な設計基準Uniform Building Code（UBC）に組み
込まれた。現在は2000年に3つの耐震基準（UBC：Uniform Building Code，NBC： National Building Code，
SBC：Standard Building Code）を統一し、International Building Code（IBC）に形を変えている。IBCの免震に
関する項目はASCE7やASCE41を参照しながら構成されている。
耐震設計の歴史は、1970年代以降は弾性設計、1990年代以降は弾塑性設計（建物の靱性を考慮した弾性設計）、

2000年代ごろから確率論的基準地震動を用いた設計（Probabilistic Design）に大きく分類することができると
いわれている。免震構造の設計は現在、Maximum Considered Earthquake（MCE: 50年で2％の超過確率の地震動、
または再現期間2500年相当の地震動）およびDesign Earthquake（DB: MCEの2/3）を用いた評価が要求されて
いる。このため、米国の設計例に示されている免震層のクリアランスや応答変位は日本の設計例に比べて大
きめの値を示している。
設計は、上部構造は弾性設計とし、免震層の特性を考慮した等価線形化法に基づく応答スペクトル法が用
いられている。平面形状が複雑であるなど、特殊な場合にはもちろん動的解析による検討が要求される。また、
新しい免震部材を導入する際には性能試験結果の提示も求められる。

米国の免震建物事情

特別寄稿

森田　慶子
福岡大学
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3　免震建物の紹介
最新の免震建物は、カリフォルニア州ロサンジェルスにあるバーバンク・ボブ・ホープ空港の新しい交通
センター（Regional Intermodal Transportation Center）である。3階建ての建物にはレンタカー受付、空港連絡
バス乗り場、路線バス乗り場、一般駐車場が収納され、2014年6月27日に業務が開始された。大小の球面すべ
り支承を組み合わせたTriple Pendulum System Isolator（TPS）100体が、1階の柱頭に設置されている。免震構
造の採用によって震災後も業務を継続させ、南カリフォルニアにおけるFEMA（Federal Emergency 

Management Agency）やCal EMA（California Emergency Management Agency）などの災害指令センターとして
活躍することを想定している。

2014年5月にもカリフォルニア州サン・バーナーディノの新しいSan Bernardino Justice Center Buildingが業務
を開始している。最新機器を装備した36室の法廷を収容した12層（地下1階，地上11階）の免震建物である。
免震層には69体のTPSが配置され、上部構造には184体の粘性ダンパーが組み込まれている。免震層のクリア
ランスは107cmである。

2008年に竣工したカリフォルニア州オークランドのThe Cathedral of Christ the Light（CCTL）（写真1，写真2）
は、最新技術の粋を集めた建築材料を使用して、軽量で光あふれる大空間を提供している。1350席を収容す
る高さ41mの建物である。Double Concave Friction Pendulum Isolatorが初めて使われたのがCCTLで、免震クリ
アランスは76cmである。活動が活発だとされているヘイワード断層からわずか4.6kmしか離れておらず、以
前の大聖堂は1989年ロマ・プリエタ地震で被害を受けている。今後300年は機能する耐震性の高い建物にした
いという要求に応えて、免震構造が採用された。

2012年には、カリフォルニア州チノ・ヒルズに免震構造を採用したヒンドゥー教寺院BAPS Shri 

Swaminarayan Mandirが竣工している。重厚な装飾が施された寺院で、インドから運ばれた巨大な石の彫刻で
装飾されている。免震層にはLead Rubber Isolator（LRB）40体とSlider 8体が使用されている。関係者は、500

年以上はこの姿を保つだろうと信者に宣伝している。
新しい試みは、カリフォルニア大学サンフランシスコ校の再生医療研究施設Ray and Dagmar Dolby 

Regeneration Medicine Building（RMB）に採用された引抜力抑制装置5）-6）であろう。RMBは革新的な鉄骨造建
築物に対してAmerican Institute of Steel Construction（AISC）から贈られる2012 Innovative Design in Engineering 

and Architecture with Structural Steel Award（IDEAS2）を受賞している。2010年の竣工である。
立て込んだキャンパス内に十分な敷地の余裕がなく、サットロ山の急な斜面に沿って建設されているため、
長さ183m、幅20mの蛇行した細長い建物となっている。既存の上り坂の道路に沿うように、4つの箱状の空間
が階段状に高さを変化させている。建物の西の端の斜面は最も急で、60度ほどの角度がある。
とにかく設計基準以上の耐震性能を実現して欲しい、という要求に対して設計者達は免震構造の採用を決

写真1　The Cathedral of Christ the Light　外観 写真2　CCTL　内部の様子
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めている。急な斜面に沿った狭小敷地をどう活用するかという問題は、床下を写真3に示すような立体トラス
にし、あたかも斜面からキャンチレバーが突き出ているような形状にすることで床面積を確保し、解決して
いる。鉄骨構造を採用した軽い上部構造を支える免震支承にはFriction Pendulum System Isolator（FPS）42体
が使用されている。FPSは水平方向±66cm、上下方向5cm移動するが、その建物形状がゆえに地震時に転倒モー
メントが発生し、敷地斜面の上側に配置されたFPSに引張力が作用する可能性が高い。しかし、FPSは引張力
に対して無抵抗である。そこで、FPSの動きを妨げることなく上下の高さを変えながら水平方向になめらか
に移動する引抜力抑制装置が開発された。直交して配置された湾曲したレールとローラーで構成される引抜
力抑制装置は1体当たり100tonの引張力に耐えることができ、敷地斜面の上側の並びに8体設置されている。（写
真4）

今後、カリフォルニア州サンフランシスコのワシントン・ストリート沿いに新しい免震分譲マンションが
お目見えする予定になっている。波止場の近くに位置するこの建物は、住宅、店舗、総合フィットネスセンター、
駐車場などの複合施設となる予定である。1区画をまるごと免震層で支え、その上に12階建てと6階建ての建
物が並行して建てられる。平地の部分と高さの異なる建物下のアイソレータが負担する軸力には大きな差が
生じる。使用する免震支承はLRBとTPSが検討されたようであるが、最終的にTPSの採用が決まっている。
125体のTPSが使用され、免震クリアランスは91cmである。免震層の下には地下3層の駐車場ができる予定で
ある。

4　免震構造にまつわるあれこれ
なぜ米国では日本のように免震構造の採用が進まないのか、というジレンマを抱えつつも少しずつではあ
るがその数を増やしている。1990年代前半には積極的な動きが見られたが、それ以降はめざましい動きはない。
この理由として、経済的障壁、文化的障壁、法的障壁といった3つの障壁がある8）と分析されている。経済的
障壁は、建設時に初期投資が重要視されるということである。免震構造の採用によって構造体の費用が
5-15％程高くなる。しかし、これは建物全体の建設費用に示す割合ではない。地震発生時の建物の被害と免
震構造採用によって業務が維持できることを秤に掛ければ、答えを出しやすいようであるが、文化的障壁の
影響も受ける。文化的障壁とは、耐震性が全国的な課題であるとは考えられていないことである。米国の地
震活動が活発な地域は、主にカリフォルニア州、ネバダ州、オレゴン州、ワシントン州、アラスカなどである。
設計基準が最低基準であることを建築主に説明し、耐震性能を高めるために追加の費用が必要であることを
説明すると、エンジニアは設計基準（最低基準）に従うことを要求される。法的障壁は、設計基準の複雑さ
である。1991年にUBCが制定され、1997年には動的解析を含め複雑なものになっていた。免震構造は1980年
代にその理論と基本的技術を確立し実用化している。積み上げられた実績があるにもかかわらず、ピアレ
ビューや複雑な応答解析、免震部材の実大実験を要求される。このことがコストアップと工期の遅れをもた
らし、敬遠される要因となっている、ということである。

写真3　床下の立体トラス 写真4　引抜力抑制装置とFPS
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免震構造のピアレビューに関する研究7）によれば、審査過程の概念は有益なものであるが、不適切に実施
されることもあるため、その利点を生かすことができていない、と指摘している。この問題解決のためには、
（1）審査チームが組織され、設計開始時に審査過程が計画される、（2）全ての当事者は審査の範囲と詳細に
ついて合意する、（3）意見の相違が生じた場合の過程は事前に決めておく、ことが望ましいと提案している。
免震構造の設計に際してはASCE7やASCE41が利用されている。次の版であるASCE7-16では、免震部材試
験やピアレビューの負担が低減する一方で、残留変形量の検討や、AASHTO1999で導入されていたSystem 

Property Modification Factor（λ）を導入して部材特性のばらつきの検討を行うなど、新しい検討項目も追加さ
れるようである。

5　まとめ
ノースリッジ地震から20年の節目を迎え、米国では多分野の有識者を集めたシンポジウム12）を通じて震災

から何を学び、今後何をすべきかについて討論された。震災を契機に、研究者、実務者、行政の間で協同プ
ロジェクトが立ち上がり、意思の疎通を図りやすくなったといわれている。震災後に速やかに社会が回復す
るために、免震構造の活用が盛んになることを願うばかりである。
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【免　震】
本協会は会員の御協力のもと、免震構造に関するデータ集積を行っています。
2012年末までのデータ集積結果です。
①～④、⑥～⑭のデータはビル物の棟数を示しており、⑤は戸建住宅のデータを示しています。

集計結果
①免震建築物計画推移棟数 ⑧免震レトロフィット建築物-棟数と官庁・民間割合
②免震建築物計画推移-集合住宅棟数 ⑨免震レトロフィット建築物-施工状態
③免震建築物計画推移-病院棟数 ⑩免震建築物の県別分布
④免震建築物計画推移-官庁・民間 ⑪免震建築物の関東県別分布
⑤免震建築物計画推移-戸建住宅棟数 ⑫免震建築物の東京都23区別分布
⑥高層免震建築物計画推移 ⑬免震建築物計画推移棟数（累積推移）
⑦免震レトロフィット建築物計画推移 ⑭免震支承の使用割合（2004～2012年）

①免震建築物計画推移棟数

②免震建築物計画推移-集合住宅棟数

運営委員会

特別寄稿

2013年度免震制振建物
データ集積結果
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③免震建築物計画推移-病院棟数

④免震建築物計画推移-官庁・民間

⑤免震建築物計画推移-戸建住宅棟数
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⑥高層免震建築物計画推移

⑦免震レトロフィット建築物計画推移

⑧免震レトロフィット建築物-棟数と官庁・民間割合 ⑨免震レトロフィット建築物-施工状態
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⑩免震建築物の県別分布

⑪免震建築物の関東県別分布
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特 別 寄 稿

⑬免震建築物計画推移棟数（累積推移） ⑭免震支承の使用割合（2004～2012年）

⑫免震建築物の東京都23区別分布
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2013年度データ集積でご協力いただいた会員名

【制　振】
「パッシブ制振構造設計・施工マニュアル-2013年版-」が第3版・改訂版として出版されています。
制振建築物は近年増加の傾向にあります。
本協会は会員の御協力のもと、制振構造に関するデータ集積を行っています。
以下は2012年末までのデータ集積結果です。

集計結果
①制振建築物計画推移（累積推移）
②制振部材の使用割合

①制振建築物計画推移（累積推移） ②制振部材の使用割合
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1　はじめに
この度、当協会では「創立20周年記念事業」の一
環として、全国において免震技術を駆使して建設さ
れた建築物の見学会及び講演会の開催を計画してい
る。先日、7月4日（金）に、「第3回見学講演会」と
して、2011年3月11日の東北地方太平洋沖地震にお
いて大きな被害を受け、継続使用が不可となった建
物を、大地震後に速やかに研究の継続ができること
を目的として免震構造を採用した「東北大学　青葉
山キャンパス　人間・環境系実験研究棟、マテリア
ル・開発系実験研究棟」2棟の見学講演会が東北大
学 青葉山キャンパス 工学部 総合研究棟にて開催さ
れた。青葉山キャンパスでは3棟が免震構造の建物
に建て替えられているが、見学時間の関係もあり2

棟の見学となった。
本報は、講演会の様子のほか、講演会の前に行わ
れた見学建物の概要説明、見学会の様子、および講
演会終了後の意見交換会の様子を報告する。
まず、今回の見学講演会のプログラムを以下に示
す。

2　プログラム
13:30～13:35（ 5分）　  主催者挨拶
13:35～13:50（15分）

  「青葉山東キャンパス三系建築計画」概要説明
  （東北大学大学院　キャンパスデザイン復興推進
室　助手　佐藤　芳治）

13:50～14:10（20分）
  「人間・環境系実験研究棟」建物概要、構造、施
工概要の説明

14:10～14:30（20分）
  「マテリアル・開発系実験研究棟」建物概要、構造、
施工概要の説明

14:30～15:30（60分）
  2棟の施設見学及び会場にて質疑

15:40～16:40（60分）
  講演会「地震に対する超高層・免震建物の変位制
御設計」
  （講師：東北大学　名誉教授　井上　範夫）

16:40～16:50（10分）　  質疑
17:10～18:40（90分）　  意見交換会

3　主催者あいさつ
記念事業委員会広報部会の加藤委員長から開催の
挨拶があり、井上名誉教授ほか出席頂いた先生方や
建物概要の説明者、現場見学の説明者に対し感謝を
示された。司会は同部会の人見委員が担当された。

4　「青葉山東キャンパス三系建築計画」概要説明
東北大学大学院キャンパスデザイン復興推進室の
佐藤芳治先生から震災後の建築計画の経緯説明が行
われた（写真1）。
震災後、キャンパス内の建物の応急危険度判定が
行われ、「危険」判定を受けた建物の再建計画がな

第 3 回見学講演会「東北大学　青葉山キャンパス
人間・環境系実験研究棟、マテリアル・開発系実験研究棟」

記念事業委員会広報部会
CERA建築構造設計

世良　信次

写真1　佐藤先生による説明状況
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された。再生の体制として工学研究科に各委員会が
設置された。キャンパスデザイン復興推進室は仮設
校舎の設計、新棟の計画・設計監修などを担当して
いる。3棟に共通の計画コンセプトとして、以下の
項目を設け、更にキャンパスの景観形成方針として、
新旧建築群の緩やかな統一感を目指した。
①高耐震性能：  中層化と免震構造化
②停電時の機能確保：  非常用発電機、非常用バッテ

リー（UPS）
③避難安全性：  自然光が入る複数の明快な経路、屋

内外に避難スペース
④省エネルギー：  スマートメーター（集中検針設備）、

日光・風・雨水などの活用と制御
各棟については、各棟固有のゾーニングによる明
快な空間計画がなされたことなどの説明があった。
免震化においては、建物利用者の免震構造に関す
る認識の不足、設計及び施工工期の長期化、予算の
不足などが課題となったことが挙げられた。

5　「人間・環境系実験研究棟」建物概要説明
構造設計を担当された日本設計の大沢和雅氏から
建物計画から構造設計にわたり、それらの概要説明
が行われた（写真2）。

特に、2階から5階までがS字の平面形状（図1）を
しており、室内空間のフレキシビリティーを確保す
るために、アウトフレームの構造体を数種類検討さ
れている。その結果、構造的には水平変形を抑える
効果が高いV字柱（トラス柱）を採用し、一体的な
構造計画としたこと（図2）。また、平面形状を考慮
して3次元立体骨組モデルによる地震応答解析を行
い、告示波の1.25倍の地震動や東北地方太平洋沖地
震の観測波による安全性の確認を行ったことなどの
説明がなされた。

6　‌�「マテリアル・開発系実験研究棟」建物概要
の説明
構造設計を担当された久米設計の井上啓氏から建
物計画から構造設計にわたり、それらの概要説明が
行われた（写真3）。特に、建物中央部の南北方向に

エントランスの吹き抜けを有し、更に東西方向にも
吹き抜け部があり、建物中央部に十字に吹き抜けを
有する建物となっている（図3）。また、吹き抜け部
にはランダムに床が配置された空間となっている
（図4）。外部柱は、アウトフレームとし柱をPCaとし
てシャープなファサードとなるように建築計画がさ
れている。その分、内部2構面は、柱を扁平形状とし、
耐力壁を配置して地震力の負担を図っている。免震
構造の性能設定では、設計地震動の周期特性を考慮
し、免震周期の長周期化を図り、免震効果が十分に
発揮されるように検討したことなどの説明がなされ
た。

写真2　大沢氏による説明状況

図1　2階平面図

図2　南西側イメージパース
出典：  平成24年度　東北大学工学研究科　キャンパスデザイン復

興推進室　年次報告書

写真3　井上氏による説明状況
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7　施設見学
施設見学は、参加者が多数のためA、B班に分け

て2棟を巡回した。
人間・環境系実験研究棟は、見学時は工事中で、
施工会社である佐藤工業の黒﨑所長と日本設計の大
沢氏の案内で、見学が可能な2階から入り、1階と免
震層を見学した。その状況を写真4、5に示す。マテ
リアル・開発系実験研究棟は竣工直後で、東北大学
の佐藤先生と久米設計の井上氏の案内で1階から5階
にEVで上り建物内部を見学した。その状況を写真6、
7に示す。

1）「人間・環境系実験研究棟」の見学状況

2）「マテリアル・開発系実験研究棟」の見学状況

8　講演会
見学会の後、東北大学名誉教授の井上範夫先生に
より、「地震に対する超高層・免震建物の変位制御
設計」というテーマで講演が行われた（写真8）。写
真9に満席の会場の状況を示す。
講演では、東北地方太平洋沖地震などのような長
周期地震動に対して安全性を確保する上で、固有周
期の長い超高層建物や免震建物の設計では、応答変
位を制御する設計法が重要であると説明された。そ
の方法として速度非依存性のダンパーが効果的で、

図3　2階平面図

写真5　工事中の免震層での説明状況

写真6　見学時の建物外観

写真7　天井の空調室内機の説明状況

図4　断面イメージパース
出典：  平成24年度　東北大学工学研究科　キャンパスデザイン復

興推進室　年次報告書

写真4　工事中のV字柱（左：外観、右：室内側）
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その解析モデルによる応答を試算し、解析結果を示
された。
また、制振建物への適用例として同調粘性マスダ
ンパーの理論を説明し、実大試験体による性能試験
の状況を紹介された（写真10）。さらに、同調粘性

マスダンパーを用いた応答評価法を提案され、適用
例による応答解析結果を紹介された。

9　質疑・応答
講演後、講演会の内容、設計概要説明、現場見学
の質疑をまとめて受けた。その概要を以下に示す。
質疑1.   設計概要の説明時に示された設計波の速度応

答スペクトルを見ますと、3.5秒から4.0秒あ
たりにもピークが見られますが、免震周期の
設定ではこの周期に対してどのように考慮さ
れましたか？

回答.   「マテリアル・開発系実験研究棟」では、歪
250％時での等価周期を4.4秒とし、ピークを
避ける長い周期としています。
「人間・環境系実験研究棟」では、歪250％時
での等価周期が3.65秒となっていますが、こ
れらの設計波による応答解析を行い、設計ク
ライテリアを満たし、安全性が確保できてい
ることを確認しています。

質疑2.   同調粘性マスダンパーの周期を建物の1次周
期に合わせて制御するということですが、建
物の1次周期の誤差に対してはどの程度の感
度がありますか？

回答.   このダンパーは、ロバスト性があり、ある程
度の誤差に対しても制御効果があります。

10　意見交換会
講演会終了後、キャンパス内の青葉記念会館「レ
ストラン四季彩」で意見交換会が開かれた。開催に
当たり東北大学名誉教授の柴田明徳先生から講演者
へのねぎらいと50年前に青葉山キャンパスにいた当
時を振り返られて乾杯の御発声を頂いた（写真
11）。参加者は、各設計担当者や参加者同士で講演

写真8　井上先生による講演状況

写真9　講演に参加した聴講者の方々

写真11　挨拶される柴田先生写真10　同調粘性マスダンパー実大試験の説明状況
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会や建物概要について見学時の感想と合わせて意見
交換がなされた。本会の締めとして、東北大学教授
の五十子幸樹先生からは、20周年記念事業として国
際会議に続き、講演会が開かれたことに謝辞を頂い
た（写真12）。

写真12　挨拶される五十子先生

11　おわりに
今回の見学講演会には、全国（秋田県、宮城県、
東京都、埼玉県、神奈川県、大阪府、岡山県）から
41名の方の参加がありました。講演会のみならず、
震災後の大学校舎の復興と免震構造による多様なデ
ザインの建築にも注目が集まったようです。
このように多くの免震建築による復興計画が成立
した経緯をお聞きし、免震建築を選択した背景には、
今後も発生しうる大地震に対して学生の安全を確保
し、研究活動が継続できることが代えがたい価値で
あると信じる大学側の思いを感じました。
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第15回 日本免震構造協会賞 −2014−

第15回日本免震構造協会賞は、右の8件に決定した。

表彰制度の目的
免震構造の技術の進歩及び適正な普及発展に貢献し

た者並びに建築物を表彰することにより、免震技術の
確実な発展と安全で良質な建築物等の整備に貢献して
いくことが本協会の表彰制度の目的である。

表彰の対象
功労賞は、多年にわたり免震構造等の適正な普及発

展に功績が顕著な個人に、技術賞は、免震建築物等の
設計・施工及びこれらに係る装置等に関する技術とし
ての優れた成果を上げた個人、法人及び団体に、作品
賞は、免震構造等の特質を反映した優れた建築物の実
現に携わった個人、法人及び団体に、普及賞は、免震
建築物・免震啓発活動・免震に係わる装置等により免
震構造等の普及に貢献した個人、法人及び団体に贈る。

表　　彰
2014年6月11日
一般社団法人日本免震構造協会通常総会後

一般社団法人日本免震構造協会表彰委員会委員
	深澤義和（委員長）	 安達　洋	 丑場英温
	川口健一	 篠崎　淳	 細澤　治	 真部保良
	渡邉眞理

審査経過
本年度の功労賞は、多年にわたり免震構造等の適正

な普及発展に功績が顕著である寺本隆幸氏を選考した。
技術賞には4件の応募があった。4件ともヒアリング

を実施し、「東北地方太平洋沖地震を経験した免震U型
ダンパーの残存疲労性能の調査及び残存疲労性能評価
法の確立」を免震構造等に関する技術としての優れた
成果をあげたものとして技術賞に選考した。また、普
及賞に応募のあった「岐阜市民病院」についてはヒア
リングを実施し、これも優れた成果を上げたとして技
術賞に選考した。
作品賞には12作品の応募があった。すべての応募作

品について現地調査、ヒアリングを実施し、「東京駅丸
の内駅舎保存・復原」「清水建設本社」「中之島フェスティ
バルタワー」の3作品を免震構造等の特質を反映した
優れた建築物として作品賞に選考した。

普及賞には2件の応募があったが、そのうち、岐阜
市民病院については、前述のとおり技術賞に選考した。
また、技術賞応募案件より「木造建物の免震レトロ
フィットー製粉ミュージアム本館ー」については、免
震構造等の普及に貢献したとして普及賞に選考した。
さらに、作品賞に応募のあった「最先端技術の統合で
実現した都市型再開発建物の設計および施行（御茶ノ
水ソラシティ）」についても普及賞にふさわしいとして
選考した。
本年度は作品賞12件をはじめとして多くの優れた業

績の応募があった。今後とも多数の応募を期待している。
（深澤義和）

選　考　結　果

第15回日本免震構造協会賞受賞は下記の8件である。　
Ⅰ　功労賞
1）	 寺本隆幸

Ⅰ　技術賞
1）	 ‌�東北地方太平洋沖地震を経験した免震U型ダンパー
の残存疲労性能の調査及び残存疲労性能評価法の
確立

　　新日鉄住金エンジニアリング株式会社
	 	 	 小西克尚　　川村典久
　　株式会社日建設計	 	 村上勝英　　染谷朝幸
　　東京工業大学	 	 山田　哲
2）	「岐阜市民病院」免震・制振技術を活用した
　　特殊工法による病院の改築

　　株式会社山下設計	 	 早野裕次郎　立川　淳
	 	 	 朝倉純一　　沢崎詠二

Ⅲ　作品賞
1）	 東京駅丸の内駅舎保存・復原
　東日本旅客鉄道株式会社　東京工事事務所
	 	 	 鎌田雅巳　　金森勇樹
　株式会社ジェイアール東日本建築設計事務所
	 	 	 田原幸夫
　株式会社東京建築研究所	 蓮田常雄
　鹿島建設株式会社	 	 金丸康男
2）清水建設本社
　清水建設株式会社	 小川哲也　竹内雅彦　中川健太郎
　	 	 島崎　大　金子裕介
3）中之島フェスティバルタワー
　株式会社朝日新聞社	 曽根宏司
　株式会社日建設計	 	 吉田　聡　　岡田　健
　近畿大学	 	 阿波野昌幸
　株式会社竹中工務店	 山本啓介

Ⅳ　普及賞
1）	 木造建物の免震レトロフィット−製粉ミュージアム本館−
2）	 御茶ノ水ソラシティ

（敬称略）
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寺本　隆幸

■功労賞

東北地方太平洋沖地震を経験した免震Ｕ型ダンパーの
残存疲労性能の調査及び残存疲労性能評価法の確立

新日鉄住金エンジニアリング株式会社
株式会社日建設計
東京工業大学

■技術賞

清水建設本社
清水建設株式会社

中之島フェスティバルタワー
株式会社朝日新聞社
株式会社日建設計

近畿大学
株式会社竹中工務店

左から木造建物の免震レトロフィット－製粉ミュージアム本館－
御茶ノ水ソラシティ

■作品賞 ■作品賞

■普及賞

「岐阜市民病院」免震・制振技術を活用した
特殊工法による病院の改築

株式会社山下設計

■技術賞

東京駅丸の内駅舎保存・復原
東日本旅客鉄道株式会社　東京工事事務所
株式会社ジェイアール東日本建築設計事務所

株式会社東京建築研究所
鹿島建設株式会社

■作品賞

第15回 日本免震構造協会賞受賞の方々
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功労賞 免震構造の普及推進に尽力

東京理科大学名誉教授　寺本 隆幸

寺本隆幸氏は、協会の設立者で、創立時より現在にいたるまで
20年間にわたり、免震のパイオニアとして免震構造の普及・推
進に尽力され、日本免震構造協会の活動と発展に貢献されました。
その功績は極めて顕著であり、ここに、功労賞を贈ることになり
ました。

主な経歴
1966年日建設計入社、新宿高層ビルの草分け的存在でもある、

新宿住友ビル（三角ビル）などを構造設計し、31年間、設計者
として活躍された。1997年からは、東京理科大学の教授になら
れ、教鞭をとられた。

主な構造設計作品
朝日東海ビル（29階）
新宿住友ビル（52階）
新宿NSビル（30階）
千葉ポートタワー（125m）
日本電気本社ビル（43階）

主な功績
規格化・標準化委員会委員長として、「JSSI規格」

「免震建築の設計とディテール」を発刊された。「JSSI
規格」は、後の免震装置の技術基準の基となりました。
「免震建築の設計とディテール」は、建築家に大変好

評で、多くの免震建築物に採用されています。
また、長年にわたり理事として、性能評価／材料性

能評価委員会委員長としてもご尽力いただきました。
寺本氏は、理論派で幅広い人脈があり、“熱い情熱”を
もって我が国のみならず海外でも実績を残され、世界
の地震国での免震構造技術の発展と普及・推進にも尽
力されました。

竣工30周年を迎えリニューアルした新宿NSビル
（設計した建物がこのように元気だとうれしいものである。）

設計協力したインドネシア・スマトラ島・パダンの基礎免震建物
（手前のスロープは建物に接しているので、切り離しを要請して
きた。）

インドネシア・スマトラ島・パダンの免震構造のホテル
（インテリア工事中）

（アイソレータをガラス越しに見せているおおらかさが良い。）
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技術賞 東北地方太平洋沖地震を経験した免震U型ダンパーの
残存疲労性能の調査及び残存疲労性能評価法の確立

概要
免震U型ダンパーは、品質の高い鋼材を加工した鋼製ダンパー

である。鋼材は温度、載荷速度や経年に対しても安定した性能を
示すため、これらへの各種依存性の少ないダンパーであることが
知られている。免震U型ダンパーは鋼材の塑性化により地震エネ
ルギーを吸収する。その疲労性能が複数回の地震に対するエネル
ギーを吸収できるよう開発されている。既往の研究では、一定振
幅下の破断回数と振幅との関係が評価されている。一方、これま
で大きな地震を経験した免震建物からダンパーを取り出して残存
疲労性能を検証した調査はされておらず、また、地震を経験した
ダンパーの残存疲労性能を推定する手法についても確立されてい
なかった。今後、東海・東南海・南海地震のように非常に広域に
大きな揺れを伴う地震や、首都直下地震など多くの免震建物が存
在する地域を中心とした地震が発生したときに、速やかに復旧す
るにはダンパーの継続使用を判定するための残存疲労性能評価法
が不可欠であると考え、東北地方太平洋沖地震を機に本技術の開
発を行うこととした。

選評
一度大きな地震を経験した後の建物は、あと何回く

らい大きな地震に耐えられるのであろうか。地震活動
が活発になり、震度5を超えるような地震を経験するこ
とが決して珍しくなくなった近年の日本において、履
歴依存型の対地震構造の残存性能を知ることは重要か
つ切実な問題である。

本技術は、免震層に設置されている鋼製U型ダンパー
に対し、地震経験後の損傷評価と残存疲労性能評価法
の確立を目的としている。予め得られている疲労曲線
を活用することで、①最大変形を用いたVEスペクトル
による方法、②応答解析による方法、③罫書き記録に
よる方法、④形状変化比による方法を提案している。
それぞれの方法の妥当性評価に当たっては、東北地方
太平洋沖地震を経験した石巻赤十字病院から抜き取っ
た実際のダンパー材に対して疲労実験を行い、実際の
残存疲労性能を求め、提案した評価法を適用し、それ
ぞれの方法を評価している。特に、形状変化に注目し
た方法は、外観が変化するこの種のダンパーの特徴を
活かしており、簡易に残存性能が判断できる方法とし
て有用である。（この方法は、既にJSSI免震建物の維持
管理基準2012では、一次判定として作用されている。）

このような技術は、履歴依存型構造の残存性能の「見
える化」の先駆けととらえることができ、今後、様々
な分野で意識されていくことを期待したい。なお、試
験片を抜き取った石巻赤十字病院は2011年の本会特
別賞を受賞しているが、賞の性格は全く異なるので問
題にはならない。� （川口健一）

技術内容
東北地方太平洋沖地震を経験した石巻赤十字病院など宮

城県の3つの免震建物を対象に、免震U型ダンパーの残存疲
労性能調査を実施した。地震を経験したU型ダンパーを取り
外し、疲労試験を実施した。その結果、概ね10〜15%程度
の疲労損傷度であり、いずれも継続使用に関して問題がない
ことを示した。
次に、疲労損傷評価を4つの手法について検討をした。
解析的手法として、近傍の観測地震動を基に（1）エネル

ギー速度を用いた評価法、（2）時刻歴応答解析を用いた評
価法、さらに（3）免震層に設置された罫書板の罫書記録か
ら推定する方法について示した。これらの評価法は、その有
効性が残存疲労性能調査の結果と比較することで示されてお
り、JSSI免震建物の維持管理基準2012における設計者が
主体となって行う2次判定において有用な手法といえる。
また、（4）ダンパーの形状変化に注目した手法を検討した。

これは地震を経験したダンパーの抜取疲労試験と新品の疲労
試験を蓄積することで確立した。JSSI免震建物の維持管理
基準2012において、一次判定として採用されている。
本技術は、U型ダンパーが導入された建物には汎用的に適

用できること、構造設計者・メーカー技術者に限らず、免震
建物点検技術者など幅広く利用できること、今後懸念されて
いる広範囲に渡る大規模地震が発生した際に、地震を経験し
た免震建物の早期の復旧に大いに貢献するものと期待できる。

	 新日鉄住金エンジニアリング株式会社：小西克尚、川村典久
	 株式会社日建設計：村上勝英、染谷朝幸
	 東京工業大学：山田　哲	

東北地方太平洋沖地震を経験した免震U型ダンパー
（建物：石巻赤十字病院、 撮影：新日鉄住金エンジニアリング）

疲労損傷値とダンパー形状変化比の関係

罫書記録
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技術賞 「岐阜市民病院」免震・制振技術を活用した
特殊工法による病院の改築

概要
最新の高度医療への対応などを目的として改築の必要性に迫ら

れる病院は多いが、市街地に建つ病院では敷地内に増築するス
ペースがなく、また仮設病棟建設に多額の費用を要するなどの理
由により、現地建替えが困難な事例が多い。
狭隘な敷地に建つ岐阜市民病院では、敷地内に新たに建設でき

る十分なスペースがない中で、既存病棟を跨ぐ形で新病棟を建設
する特殊な工法により理想的建物配置の改築を実現した。免震構
造により竣工後の安全性を高めるとともに、建物を使いながらと
なる施工時においても免震、制振技術を活用することで十分な安
全性を確保している。

選評
病院の建て替えにおいて、365日フル稼働したまま

入院患者も仮設病棟に移動することなく新病棟を建設
することは理想である。特にその病院が地域医療の基
幹施設であれば尚更のことである。しかし、現位置で
の建て替えのアイデアは沢山あるが残念なことに多く
の病院において施工過程での機能維持や施工手順等の
制約で実現に至っていない。

その中でこの岐阜市民病院は非常によく計画され、
洗練された設計及び施工の技術を用いた現位置での建
て替えである。病院機能を維持しながら既存病院の上
空に新病棟の上層部を建設し、上層部完成後入院患者
を移動して病院下層部の工事を行うという難しい手順
を実現している。

この計画を可能にした技術としてはメガトラス・制
振構造により既存病院の跨ぎ架構の変形・耐震性の確
保、及び、既存病院の解体後の下層部の新築後の建物
の免震化という一連の免制震技術である。

工法と施工手順にマッチした平面計画、断面計画に
より初めて実現可能な計画であり、現代の最新の意匠・
構造設計技術、施工技術を組合せることで実現させた
本作品は技術賞に値すると判断した。� （丑場英温）

システム及び特記事項
改築のプログラムは、並列する既存3棟の内中央診療棟（新

耐震基準による）を残し、2棟を建て替える計画である。改
築の具体的手順を以下に示す。
① ‌�既存西病棟の上部に、西病棟を跨ぐ形で新病棟を建てる。
この段階では免震層が未完成のため、粘性ダンパー（減
衰こまRDT）と鋼材ダンパーによる制振構造とする。

② ‌�既存西病棟解体後、免震層を完成させ、制振構造から免
震構造へと切替える。この際粘性ダンパーは免震層に移
し再利用する。

③ ‌�新病棟の下部に新外来診療棟を建てる。免震構造の性状
が工事進捗に沿って日々変化するため、多くのパターン
での安全性検証を行った。

④ ‌�新外来診療棟への機能移転後、既存外来診療棟を解体し、
敷地東側に大きな駐車スペースを確保して改築完了。

株式会社山下設計：早野裕次郎、立川淳、朝倉純一、沢崎詠二

建物外観（撮影：SS名古屋）

改築手順

1期竣工時（制振構造）の構造概要
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作品賞 東京駅丸の内駅舎保存・復原

建築概要
建 設 地：東京都千代田区丸の内1丁目
建 築 主：東日本旅客鉄道株式会社
設　　計：全体統括　東日本旅客鉄道（株）
　　　　　　　　　　東京工事事務所
　　　　　建築・設備　‌�（株）ジェイアール東日本建築設計事

務所
　　　　　構　　造　　（株）東京建築研究所
施　　工：東京駅丸の内駅舎保存・復原工事共同企業体
　　　　　（鹿島・清水・鉄建　建設共同企業体）
建築面積：9,683.04m2　述床面積：42,971.53m2

階　　数：地上3階（一部4階）、地下2階
　　　　　高さ：約45m
構造種別：鉄骨煉瓦造、RC造、一部S造、SRC造、免震構造

選評
本事業は1914年に竣工し1923年の関東大震災に

も耐えた、日本の建築界そのものを代表する辰野金吾
の設計による重要文化財の保存事業である。竣工1914
年から100年を迎えるにあたり、当時の構造に対する
知見が現在とは異なる中で、当時の設計を否定するこ
となく、いかにこの歴史的建造物を忠実に残すかにつ
いて、設計者は苦労したものと思われる。その解決策
として、レトロフィット免震を計画することにより、
歴史的構造物を可能な限り残すことに成功している。

重要文化財は基本的には建築基準法に準拠する必要
性はないが、一日何十万という旅客が利用する駅舎と
して、さらにホテル・美術館もある建築物として機能
性のみならず耐震性も含め高い安全性を確保しなけれ
ばならず、既存架構の詳細な調査ならびに性能実験を
通して、既存架構の可能な限りの保存と安全性の確保
を実現している。

鉄道駅舎として多くの利用客の利便性を損なうこと
なく工事を進めなくてはならないという困難な状況の
中で、現在の耐震性を満たす建築物を構築するための
免震耐震改修技術を駆使して具現した本建物は免震協
会賞・作品賞にふさわしい作品であると評価できる。

� （細澤　治）

免震化した経緯及び企画設計等
重要文化財である東京駅丸の内駅舎は、100年にわたっ

て使い続けられている現役の建築物でもある。本プロジェク
トは、重要文化財としての建物を保存・復原しつつ、如何に
現代の最先端施設として再生するかが基本的テーマであった。
2階建の鉄骨煉瓦造の既存駅舎に1層増築して創建時の姿

に復原したものである。鉄骨内蔵煉瓦壁の構造性能を実験に
より評価し、大地震時においてもレンガ壁にひび割れを発生
させないことを目標に補強量が格段に少ない免震構法による
改修を選択した。

技術の創意工夫、新規性及び強調すべき内容等
現存している外壁や鉄骨を可能な限り保存しつつ、

戦災で失われた3階部分やドーム屋根を創建時の姿に厳
密に復原。さらに建物の保有する歴史的価値を生かし
ながら、現代の駅・ホテル・アートギャラリーとして
安全で魅力的な空間を創り上げ、「保存」と「活用」の
両立を実現した。
中央線高架橋が近接していることや、駅舎が335m

に及ぶなどの課題を、アイソレーター352台、オイル
ダンパー158台を設置した減衰効果の大きいシステム
を採用することにより克服した。総武線への階段・
ESCAは新設地下に取り込み非免震の昇降路とし、ドー
ム前の渡りには変形分割型の金物を用いて安全性を向
上させている。

建築主：東日本旅客鉄道株式会社
設計者：東日本旅客鉄道株式会社 東京工事事務所　　  鎌田雅己、金森勇樹
　　　　株式会社ジェイアール東日本建築設計事務所　田原幸夫
　　　　株式会社東京建築研究所　　　　　　　　　　蓮田常雄
施工者：東京駅丸の内駅舎保存・復原工事共同企業体
　　　　代表　鹿島建設株式会社　　　　　　　　　　金丸康男

丸の内側外観（撮影：株式会社エスエス東京）

改修前後のドーム空間（撮影：株式会社エスエス東京）

総武階段 断面図
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作品賞 清水建設本社

建築概要
建 設 地：東京都中央区京橋2−16−1
建 築 主：清水建設株式会社
設　　計：清水建設株式会社一級建築士事務所
施　　工：清水建設株式会社
建築面積：2,170m2　延床面積：51,356m2

階　　数：地上22階、地下3階　高さ：106m
構造種別：鉄筋コンクリート造、鉄骨造

選評
1.6m間隔に並んだ細い柱が110mの高さから真直

ぐに降りてきて、2階の大きなプレストレス大梁を隔て
て1階の太い柱に集約されている。それが、この建物に
洗練された落着きと安定感を与えている。

地下1階と地下2階の間に免震層を設けた中間階免震
構造を採用している。基準階は、中央コア部を囲うRC
コアウォールと外周のPCフレームで構成することによ
り、執務空間を柱型の一切ない空間（コラムレスオフィ
ス）としている。免震を利用した合理的な構造計画が
なされたものと評価できる。

前述の縦方向の細長い柱は、3.2m×4.2mの格子状
のPCパネルによって表現されており、このパネルはア
ルミキャスト（アルミニウム鋳造品）にコンクリート
を打設して一体化し、現場で外周に積み上げて施工し
ている。これにより剛性の高い外殻構造を構築すると
同時に耐久性とメンテナンス性に富む外壁を創り上げ
ることに成功している。

この建物の建設にあたって、「ものづくりのプロセス
をかたちに」をテーマに掲げ、各所にそれが具現化さ
れている。なかでも印象的なものは、地下1階から2階
までのコアウォールの一面並びに1階ピロティの外周柱
に施された、杉板本実（ほんざね）型枠を用いた高強
度コンクリートの化粧打放し仕上げである。この建物
を訪れる人たちを強く惹きつけるであろうその年輪模
様にテーマに対する意気込みを感じた。� （安達　洋）

免震化した経緯及び企画設計等
本建物は地域を守る防災拠点としての機能を持たせ、災

害発生時には中央区と連携して帰宅困難者を支援する地域防
災センターとなるよう計画された。そのため、高さ100m
を超す超高層オフイスにRC免震構造を採用し、大地震後に
も本社機能を維持するばかりでなく、震災対策の拠点となる
べく備蓄品を含め災害に対する備えを充実させている。
建物の構造は基準階の中央コア部を囲うように配置され

たコアウォールを芯とし、外周のPCフレームを殻として、
建物を内と外から支える計画である。コアウォール＋外周
PCフレームによる高剛性の上部構造を採用することで、超
高層ながら上部構造が剛体的挙動を示す、免震効果の高い建
物の実現を目指した。

技術の創意工夫、新規性及び強調すべき内容等
新しい本社の建設にあたっては、「ものづくりのプロセス

をかたちに」をテーマとし、完成物のみならず設計から施工
にいたるプロセスをかたちとして建物に刻むこと自体が、次
世代のものづくりに向けたメッセージとなると考えた。
アルミキャストに覆われた外装のPCフレームや建物内部

のコアウォール、低層部の本ざね型枠によるコンクリート化
粧打放し、エントランスホールなどは躯体が形づくられるプ
ロセスをそのまま建築として表現したものであり、この建物
を特徴付ける大きな要素であるが、いずれも免震構造との組
合せにより実現した取組みばかりであり、数多くの実験・技
術的検証を繰り返して現在の形に結実している。

	 建築主：清水建設株式会社　小川　哲也	
設計者：清水建設株式会社　竹内　雅彦、中川　健太郎、島崎　大

	 施工者：清水建設株式会社　金子　裕介	

建物外観

	 1階エントランス	 コアウォール本実打放し
	 	 （撮影：すべて㈱PD システム）
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作品賞 中之島フェスティバルタワー

建築概要
建 設 地：大阪市北区中之島2丁目
建 築 主：株式会社朝日新聞社
設　　計：株式会社日建設計
施　　工：株式会社竹中工務店
建築面積：5,725.26m2　延床面積　145,602.26m2

階　　数：地上39階、地下3階　高さ：198.96m
構造種別：中間層免震構造　S造／SRC造／RC造

選評
大阪の都心である中之島に、大空間を要する2700

席規模の音楽ホールと、センターコア型のオフィスと
いう、全く異なる用途・空間・構造を、免震層を含む
大胆な構造切替によって積層させた超高層複合施設で
ある。

本計画の傑出する点は、異なる用途を積層させる構
造的な解決方法と、建築的な空間構成に強い一体感を
感じる点である。特に下部（ホール）と上部（オフィス）
をつなぐ構造切替部分に設けられたスカイロビーにそ
れが顕著に現れている。メガトラスと呼ばれる巨大ス
ケールの構造体が、開放感の高い空間を生み出してお
り、その外周のデッキは水都大阪を体感できる土佐堀
川を望む魅力的な都市空間を創出している。

このプロジェクトが実現している超高層複合施設の
あり様は、高度利用を求められる都心エリアにおいて、
多様で魅力的な都市活動をうみ出すプロトタイプのひ
とつを示していると言えるだろう。

また免震層をまたぐシースルーエレベータのガラス
カーテンウォールの変位追従機構や、細い柱を細かく
配置したオフィスの外周構造（「アウトチューブフレー
ム」と呼ばれる）、メガトラスの鉄骨仕口の意匠的な処
理等、細部にいたるデザイン的創意に溢れている事も
付記しておきたい。� （篠崎　淳）

免震化した経緯及び企画設計等
本建物は、2700席規模の本格的音楽ホール(フェスティ

バルホール)、床面積2万m2の朝日新聞大阪本社、および床
面積8万m2のセンターコア型テナントオフィスを組み合わ
せて計画された高さ200m級の超高層複合建物である。各
用途・機能には高い性能が求められ、かつ敷地の制約上これ
らを縦積みする必要があった。さらに、これらの与条件を高
い耐震性能とともに実現することが求められた。
高層階の荷重をホール外周部に伝達する軸力乗換機構（巨

大トラス）、異なる用途・構造形式を柔らかく接続する中間
層免震により、各用途の建築性能を高く保ちつつ縦積みし、
高い耐震性能で実現している。

技術の創意工夫、新規性及び強調すべき内容等
免震層に設置する免震部材や巨大トラスを構成する各部

材は、これまでにない極めて大規模なもので、精緻な設計や、
端正な意匠を現実化する細部の工夫、設計監理施工が一体と
なる協力体制により完成している。
巨大トラスは免震層上部の重量を建物外周部に集約する

ことで、免震構造としての性能を最大限に高め、中間層免震
は高層階に作用する地震力を小さく抑えて巨大トラスの地震
時安全性を高めるなど、2つの技術が相互に影響しあい建物
の構造性能を高めることに寄与している。

	 建築主：株式会社朝日新聞社	 曽根　宏司
	 設計者：株式会社日建設計	 吉田　聡、岡田　健
	 　　　　近畿大学	 阿波野　昌幸
	 施工者：株式会社竹中工務店	 山本　啓介

建物外観（南面）
［撮影：古田雅文］

ホール内観
［撮影：竹中工務店写真部］

巨大トラスと中間層免震概念図
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第15回協会賞　普及賞

■受賞者と受賞理由

□木造建物の免震レトロフィット－製粉ミュージアム本館－
清水建設株式会社
製粉ミュージアム館は企業文化遺産として位置づけられ、可能な限り創建当時の姿を残すため、曳家工事
を含む木造建物の免震レトロフィットなど様々な技術を駆使している。
歴史的価値がある本建物の内外観をそのまま保存することに成功した事例で、普及賞に値する。

□御茶ノ水ソラシティ
大成建設株式会社
御茶ノ水ソラシティは都市型再開発における敷地の制約条件
等の問題を、中間階免震構造、超高強度材料の採用及び既存杭
の再利用等を組み合わせた最先端技術の統合により解決した。
都市型再開発のプロットタイプとなるもので普及賞に値する。

御茶ノ水ソラシティ全景

製粉ミュージアム館全景
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審査結果
村瀬　充（京都大学）
　幅広いタイプの地震動に頑強な免震と連結制振のハイブリッド構造

金城　陽介（京都大学）
　ピン接合形式二重鋼管ブレースの座屈拘束設計法

藤田　雄一郎（東京工業大学）
　変位依存・速度依存ダンパーが高さ方向に不均等に配置された制振構造建物の
　地震応答予測に関する研究

修士論文賞審査委員会
委員長：	 山崎　真司
委　員：	 荻野　伸行
	 笠井　和彦
	 北嶋　圭二
	 小林　正人
	 高山　峯夫
	 辻　　泰一
	 三山　剛史
	 森高　英夫
	 龍神　弘明

総　評：審査委員長　山崎　真司
2013年度（第6回）は計12編の応募論文があり、本協会に設置された「修士論文賞審査委員会」

により優秀論文の選考を行った。
選考はこれまでと同様二段階で行うこととし、一次選考では全員の委員が4頁の論文概要書に基づ

く評価を行い、10編の候補論文を選んだ。二次選考では各委員が10編の候補論文について本論文を
読み、総合的な視点から最終評価を行い、その集計により優秀論文3編を決定した。応募論文が対象
とするテーマは多岐に亘っており、研究テーマの設定についても、新規性の高いもの、研究室の継続
的研究への取組み、他機関を含む研究プロジェクトとの関連が高いものなどそれぞれ特徴があり、慎
重に選考を行った。選考に際しては著者自身の主体的な研究推進を通して得た学術成果を評価するこ
とに重点を置いた。なお、大学在籍委員は、所属大学の応募者に対しては採点を行わないこととした。
また、同一研究室における表彰の数は1件以内とした。
応募論文はいずれも学術的内容並びに論文完成度のレベルが高いものであり、残念ながら選定外と

なった論文も研究への真摯な取組みが感じられる優秀な論文であった。本章が若い人達の免震構造・
制振構造に対する関心を高める一助となることを願うものである。

第6回　優秀修士論文賞
修士論文賞審査委員会
委員長　山崎　真司 
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第6回免震構造・制振（震）構造に関わる優秀修士論文賞受賞の方々

幅広いタイプの地震動に頑強な免震と連結制振のハイブリッド構造
村瀬　充（京都大学）

ピン接合形式二重鋼管ブレースの座屈拘束設計法
金城　陽介（京都大学）

変位依存・速度依存ダンパーが高さ方向に不均等に配置された制振構造建物の
地震応答予測に関する研究
藤田　雄一郎（東京工業大学）

記念メダル
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選　評

幅広いタイプの地震動に頑強な免震と連結制振のハイブリッド構造
村瀬　充（京都大学）

今までの想定を越えるようなパルス性地震動だけでなく長周期地震動などに対しても、ロバス
ト性・冗長性を発揮できる構造システムが、近年、開発されるようになってきた。本論文は、免
震構造と連結制振構造を組み合わせたハイブリッドシステムについて、ロバスト性・冗長性のメ
カニズムおよび基本特性を論理的に明らかにしたもので、実用性の観点から高く評価できる。また、
連結ダンパー量の最適値を決定する手法として、補正された定点理論を提案した論理構成も優秀
論文賞に相応しいものと評価した。今後の実用化に向けた展開に大いに期待したい。

（森高英夫）

ピン接合形式二重鋼管ブレースの座屈拘束設計法
金城　陽介（京都大学）

本論文では座屈拘束ブレースのひとつである片側に摺動部を持つピン接合形式の二重鋼管ブ
レースを対象として、非対称な座屈モードを有する全体座屈と摺動部の局所変形との関係を明ら
かにしている。実験で観察された座屈挙動を再現する力学モデルの構築ならびにそこから理論的
に導かれた座屈拘束条件は、実用的かつ発展性のある成果として高く評価したい。また、検討過
程の随所に著者の創意工夫が見られ、その努力にも敬意を表したい。研究成果は両側に摺動部を
有する形式にも有用であることが示唆されている。今後の研究に一層期待したい。

（小林正人）

変位依存・速度依存ダンパーが高さ方向に不均等に配置された制振構造建物の
地震応答予測に関する研究

藤田　雄一郎（東京工業大学）

多様な制振ダンパーの応答低減効果を簡易に評価できることは、実務設計においてとても有用
である。これまで各層へのダンパーの分配方法や外力分布など適用範囲が限られていたが、本論
文では、各モードの周期・減衰定数・刺激関数と応答スペクトルから制振構造の応答を外力分布
に左右されずに予測する方法を提案している。一貫した評価手法の下、4種類のダンパーをもつ制
振構造の応答が求められ、限界耐力計算法に組み入れることも可能で、今後の展開が楽しみな研
究である。健全な制振構造のさらなる普及に貢献する有用な論文である。

（龍神弘明）
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2013年度（第5回）免震構造・制振構造に関わる研究助成の成果報告



研究助成事業 73

研究助成事業



74 MENSHIN　NO.85　2014.8

研究助成事業



研究助成事業 75

研究助成事業



76 MENSHIN　NO.85　2014.8

研究助成事業



研究助成事業 77

研究助成事業



78 MENSHIN　NO.85　2014.8

研究助成事業



79研究助成事業

研究助成事業

［はじめに］
本年度の本協会の「研究助成事業」として研究課題を公募したところ、9件の応募がありました。研究助
成審査委員会では応募書類を慎重に審査して、会長に2件の採用を上申しましたので、ここに採択の経緯を
報告いたします。

［研究助成の概要］
助成対象となる研究は、「免震・制振建築物の発展、普及推進に寄与する調査研究」とし、採用件数は原
則として2件以内、1件あたりの助成金額は100万円を上限としております。応募資格は、我が国の大学、研
究機関、企業、NPO法人などに在籍する個人またはグループです。本年度は、協会は参考テーマとして、「2011

年の東日本大震災における免震制震建物の問題点を解決するための研究」という課題を設定し、応募は1件
でした。その他の応募8件は、独自の研究課題でした。審査においては、設定課題と自由課題を等しく扱い
ました。公募期間は3月3日から4月30日としました。

［選考経緯］
研究助成委員会では、応募書類に述べられた研究目的と内容、研究方法、研究費の用途について慎重に審査
しました。応募された研究課題は、それぞれ免震・制振の技術的な発展、社会への普及推進に有意義なもので
した。
審査にあたっては、（ア）免震・制振建築物に関連する技術の発展への貢献、（イ）免震・制振建築物の社会
への普及推進への貢献、（ウ）研究方法の評価、（エ）関連研究の動向に対する申請研究の独創性、（オ）助成
金の用途の妥当性等に留意しました。
選考は、まず申請者の名前を伏せた書類審査により全審査委員による1次審査を実施し、次に審査委員会を
開催して、1次審査の評価、コメントを参考に審議を行い採択課題を決定しました。

研究助成審査委員会
委員長　古橋　剛

第6回　免震構造・制振建築物に関わる	
研究助成の選考経緯及び結果
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［選考結果］
採択された研究課題と委員会の講評意見を応募書類を受理した順に示します。

（1） 研究課題：OpenSeesを用いた免震構造極限挙動解析システムの構築
 代 表 者：菊地　優
 所　　属：北海道大学大学院工学研究院建築都市空間デザイン部門教授
 助成金額：100万円
 講　　評：  米国UC BerkeleyのPEERで開発・運用されているOpenSees（The Open System for Earthquake 

Engineering Simulation）を用いて、免震構造の極限挙動解析技術の高度化と情報共有化、極
限挙動解析システムの開発と教育普及を目的とした研究である。OpenSeesは、地震応答解析
を行えるオープンソフトで、誰でもが無料でダウンロードでき、世界中の各研究者が研究成
果を同システムにアップすることで、最新の解析技術がタイムリーに利用できる。具体的に
は、日本国内で公表・実用化されている免震構造の高度な解析技術の実装を目指している。
今後の成果・継続性・利用者などが議論となったが、内容は拡張高く、高精度の解析ソフト
が一般ユーザーにも普及されること、新たなグローバル化の方策にも期待できるとして採用
することとなった。

（2） 研究課題：制振鋼構造骨組における柱及び梁の応答制御設計法
 代 表 者：木村祥裕
 所　　属：東北大学未来科学技術共同研究センター教授
 助成金額：100万円
 講　　評：  ブレース型制振ダンパーを取り付けた鉄骨架構の性能評価の高精度化を目的とした研究であ

る。制振構造で最も多用されている構造形式の一つと言えるが、ダンパー力によって柱梁に
生じる軸力の影響は、建物の制振設計において無視することはできず、これを縮小模型振動
台実験と数値解析で明らかにしようとしている。また、ダンパーの塑性率によって上述の影
響は異なるため、様々な条件を想定しておく必要がある。実用面や制振構造の健全な普及へ
の貢献面で期待が高く、採用することとなった。

［おわりに］
本協会の研究助成は昨年度より、従来に比較して1カ月早めの工程とし、案内を3月初旬、公募期間を4月

末日までとし、審査を5月に行うこととしました。選考から発表までの期間も短縮して6月初旬に選考結果を
発表しました。その結果、研究の助成期間は6月初旬から3月末となり、一昨年度までより約2カ月長くなっ
ています。これは採択された研究者ができるだけ早く研究に着手できることが望ましいとの前委員長時代か
ら懸案に応えたものであります。その分、募集終了から審査にあたる工程がタイトとなりましたが、本年も
審査委員および事務局のご協力により運営が可能となりましたことにお礼を申し上げます。今後とも本研究
助成がより効果的に役立つように運営を心がける次第であることを申し述べるとともに、免震・制振建築物
に関連する技術の発展、その社会へ普及推進に寄与することを期待して報告といたします。

［選考委員］
＜研究助成審査委員会＞
古橋　剛（委員長）、荻野伸行、可児長英、坂田弘安、竹中康雄、田村和夫
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委員会報告

名古屋大学減災連携研究センター長　福和伸夫教授の多大なる御協力を得て、「名古屋大学減災館」の見学
講演会を開催致しました。当日は、福和教授の熱いご講演のあと、当日の急な御願いにもかかわらず災害対
策室長　飛田潤教授にも御協力頂き、2班に分かれて館内を見学させて頂きました。地震災害に関連する模型、
古文書など各種展示物や揺れを体験できる装置が設置されており、また建物全体を揺らすなど実験機能も備
えており、専門家のみならず素人にも地震と建物について体感することが出来る挑戦的な建物です。見学直
前には建物全体を揺らす自由震動の体験をさせて頂きました。御協力頂いた名古屋大学の関係者の皆様に改
めて御礼申し上げます。

■「名古屋大学減災館」見学講演会■
開催日：2014年5月23日
参加者：会員43名、教育普及部会・事務局より5名　計48名
プログラム：

15:00～15:05　主催者挨拶
15:05～15:35　講演（名古屋大学 減災連携研究センター長　福和伸夫教授）
15:35～15:40　設計者（日建設計）挨拶
15:40～16:40　見学（2班に分かれて行動）
16:40～16:50　休憩
16:50～17:05　質疑
17:15～20:00　意見交換会

「名古屋大学減災館」見学講演会
普及委員会 教育普及部会

福和先生

会場の風景

飛田先生

見学の風景
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料に基づき事業報告、収支決算及び公益目的支

出計画実施報告書の説明があった。続いて梅野

監事よりこれらの監査報告があった後、審議に

入ったが、第1号議案及び第2号議案は異議なく

原案のとおり承認された。

第3号議案　 役員選任承認の件

第4号議案　 審議員選出承認の件

議長は、事務局に説明を求め、専務理事より本

年度は定款附則の規定により役員が任期満了と

なるので、後任として役員28名の選任を行いた

い旨を述べた後、その選任を諮ったところ、満

場異議なく別紙役員候補者リスト記載のとおり

の者が選任された。

続いて、審議員についても、役員の選任の主旨

と同様である旨を述べ、後任として20名の審議

員選出を行いたい旨を述べた後、その選出を諮っ

たところ、満場異議なく別紙審議員候補者リス

ト記載のとおりの者が選出された。

なお、被選任者・被選出者は、いずれもその就

任を承諾した。

第5号議案　 顧問の報酬等に関する件

議長は、事務局に説明を求め、専務理事より、

今後顧問（常勤）を置くことに際し、定款第19条・

常勤の顧問に対しては、報酬額の範囲を、総会

において定める必要がある旨を述べた後、審議

に入ったが、異議なく原案のとおり承認された。

その他

議長より、その他審議事項の有無の確認があっ

たが、新たな審議事項はなかった。

5）報告事項

・  専務理事より、平成26年度事業計画及び収支

予算書の報告があった。

・  専務理事より、免震データ集積結果報告及び

図書案内があった。

・  古橋委員長より、「研究助成」の選考結果報告

があった。

日　　時　平成26年6月11日（水）

開　　会　午後4時

会　　場　  明治記念館 2階「鳳凰」 

東京都港区元赤坂2-2-23

総表決数　296個

本日出席会員数　  233名（出席者81名、委任状出席

152名）

議決権数　233個

定 足 数　149個

■議案
第1号議案 　平成25年度事業報告承認の件

第2号議案　 平成25年度収支決算承認の件

第3号議案　 役員選任承認の件

第4号議案　 審議員選出承認の件

第5号議案　 顧問の報酬等に関する件

その他

■議事の経過及び結果
1）開会

定刻に至り、事務局より開会が告げられ引き続

き、西川孝夫会長が挨拶した。

2）定足数の報告

事務局より、本日の通常総会は定足数を満たし

たので、有効に成立する旨が告げられた。

3）議長選出及び議事録署名人選出

議長の選出について諮ったところ、満場一致を

もって西川孝夫会長が議長に選任された。続い

て、議事録署名人2名には、荻野 伸行氏（第一

種正会員）と西村　功氏（第二種正会員）が選

任され、両人とも承諾した。

4）議案審議

第1号議案　平成25年度事業報告承認の件

第2号議案　平成25年度収支決算承認の件

議長は、事務局に説明を求め、専務理事より資

平成26年度通常総会議事録
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・  立道委員長より、創立20周年記念事業／学生

アイデアコンペ入選者発表と創立二十周年記

念フォーラムプログラム案についてのお知ら

せがあった。

以上の報告をもって、定款第14条第6項に規定す

る代表理事及び業務執行理事の職務執行報告と

する。

6）閉会

以上をもって、一般社団法人日本免震構造協会

平成26年度通常総会の全ての議事及び報告を終

了したので、議長は午後5時20分閉会を告げた。

以上、審議及び結果について、この議事録が正

確公正であることの証として、議長及び議事録

署名人2名が下記に署名捺印する。

平成26年6月11日

議長（代表理事）　　  西川　孝　夫

議事録署名人　　　　荻野　伸　行

議事録署名人　　　　西村　　　功
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3）顧問の委嘱について
定款第19条により顧問は、理事会の同意を経て、
会長が委嘱する旨が述べられ、可児前専務理事を顧
問にすることについて、同意が得られ、会長が委嘱
した。
また、常勤顧問の報酬は、総会で支給する総額の
範囲が定められ、支給基準については、理事会で決
めるとされたので、審議の結果、会長に一任するこ
とで承認された。

4）運営委員会委員長および委員の委嘱について
事務局より、運営委員会委員長として、鳥井信吾
氏（日建設計）、運営委員会委員委嘱5名について説
明があった。審議に入り異議なく承認された。

◇閉　会
以上で、議案の審議を終了したので、午後4時50

分に閉会した。

第37条2項により、 出席した代表理事及び監事は
議事録に、署名押印する。

平成26年6月11日

代表理事　和田　　章
監　　事　竹内　　徹
監　　事　細野　幸弘
監　　事　三町　直志

日　時：  平成26年6月11日（水）午後4時45分～4時
50分

会　場：  明治記念館 2階「孔雀の間」　東京都港区
元赤坂2-2-23

出席者　理　事：  安達俊夫、市川　康、丑場英温 

大熊武司、勝俣英雄、北村春幸 

児嶋一雄、沢田研自、鈴木重信 

曽田五月也、立道郁生、田中幹男 

鳥井信吾、中澤昭伸、西村　功 

能森雅己、野中康友、古橋　剛 

細澤　治、三田　彰、山口昭一 

山崎眞司、和田　章
監　事：竹内　徹、細野幸弘、三町直志
事務局：可児長英、佐賀優子

欠席者　理　事：神田　順、島﨑和司

◇開　会／定足数の報告
事務局より、本日の理事会は定足数（出席理事23

名／理事総数25名）を、満たしているので理事会が
成立する旨が告げられた。続いて、会長（議長）が
決まるまで、可児前専務理事が進行役となり審議に
入った。

◇議事録署名人選出
定款第37条により、新会長（代表理事）と出席監

事の竹内 徹監事・細野幸弘監事・三町直志監事の4

名が議事録署名人になった。

■議　事
◇審議事項
1）会長の選任について
定款第31条により会長は、理事会の決議により理
事の中から選任する旨が述べられ、会長に和田　章
理事が選任され、被選任者も就任を承諾した。

2）副会長及び専務理事の選任について
定款第13条により副会長及び専務理事は、理事会
の決議により理事の中から選任する旨が述べられ、
副会長に、鳥井信吾理事・丑場英温理事・田中幹男
理事の3名、専務理事に、沢田研自理事が選任され、
被選任者も就任を承諾した。

臨時理事会議事録



85新役員リスト

当会では、本年6月11日の総会にて、あらたな役員が就任し、下記の陣容で新事業年度を、スタートいたし
ました。何卒ご高承の上、一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

新役員リスト
平成26年度～平成27年度（任期は2年）
 氏名あいうえお順

　会　　長 和田　　章 東京工業大学 （名誉教授）
※副 会 長 鳥井　信吾 （株）日建設計
　副 会 長 丑場　英温 清水建設（株）
※副 会 長 田中　幹男 昭和電線デバイステクノロジー（株）
　専務理事 沢田　研自 日本免震構造協会
　理　　事 安達　俊夫 日本大学
※理　　事 市川　　康 新日鉄住金エンジニアリング（株）
　理　　事 大熊　武司 神奈川大学 （名誉教授）
※理　　事 勝俣　英雄 （株）大林組
※理　　事 神田　　順 日本大学
　理　　事 北村　春幸 東京理科大学
※理　　事 児嶋　一雄 鹿島建設（株）
　理　　事 島﨑　和司 神奈川大学
　理　　事 鈴木　重信 （株）ブリヂストン
　理　　事 曽田五月也 早稲田大学
※理　　事 立道　郁生 明星大学
※理　　事 中澤　昭伸 （株）織本構造設計
　理　　事 西村　　功 東京都市大学
　理　　事 能森　雅己 三井住友建設（株）
　理　　事 野中　康友 （株）安藤・間
※理　　事 古橋　　剛 日本大学
　理　　事 細澤　　治 大成建設（株）
※理　　事 三田　　彰 慶應義塾大学
　理　　事 山口　昭一 （株）東京建築研究所
　理　　事 山崎　眞司 東京電機大学
　監　　事 竹内　　徹 東京工業大学
※監　　事 細野　幸弘 オイレス工業（株）
※監　　事 三町　直志 （株）日本設計

※は新任、無印は再任

なお、前専務理事　可児長英は、顧問（常勤）に就任いたしました。
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日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、
性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。
ここに掲載した性能評価及び評定完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価及び評定を完了し、

申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容 
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建築
材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免震構
造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲 
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第
59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60mを超える
超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料の建築材料の性能評価

◇業務区域
日本全域とします。

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分） 原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員
 構造性能評価委員会 材料性能評価委員会
 委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 委員長 髙山　峯夫 （福岡大学）
 副委員長 田才　晃 （横浜国立大学） 副委員長 曽田五月也 （早稲田大学）
 　〃 山崎　真司 （東京電機大学） 委員 田村　和夫 （千葉工業大学）
 委員 楠　　浩一 （東京大学）  西村　功 （東京都市大学）
  小山　信 （建築研究所）  山崎　真司 （東京電機大学）
  島﨑　和司 （神奈川大学）    

  曽田五月也 （早稲田大学）    

  元結正次郎 （東京工業大学）    

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
　URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価及び評定業務
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　　FAX:03-5775-5434　E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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（2014.4.1～2014.6.30）

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は4/23に開催され
た。平成25年度事業報告および
決算報告、平成26年度予算修正
案について確認した。また、役
員および審議員改選、顧問の報
酬等に関しても確認し、5月15日
理事会および6月11日総会の審議
事項を確認した。次年度は、役
員改選に伴い、運営委員も刷新
される。新運営委委員会の活躍
を期待する。

技術委員会
委員長　北村　春幸

6月11日に開催された年次総会
で、西川会長から和田会長に代
わりました。和田先生は技術委
員長を長く務められ、免震構造
に対する思い入れも強い先生で
あり、技術委員会に対する期待
も大きいと思います。引き続き、
技術部会は、免震建築の設計・
施工技術の向上、免震部材の品
質向上、耐火性能の確保、応答
制御構造の普及発展に努めてい
きたいと思います。

免震設計部会
委員長　藤森　智

●設計小委員会
委員長　藤森　智

数年後の「免震建物における
対津波構造設計マニュアル」の
完成を目指して活動中であるが、
当面来春開催の第7回技術委員会
までにマニュアル案の骨子をま
とめる。
委員会内に対津波構造計画、免
震部材特性とフェールセーフ機

構、対津波設計例の各WGを立上
げ、目次案に沿って各章の執筆
に取り掛かっている。また並行
して、津波地域に建つ既存免震
ビルの調査検討を継続している。

●入力地震動小委員会
委員長　久田　嘉章

2014年4月22日 に 第84回、 同6

月2日に第85回入力地震動小委員
会を開催し、今期委員会の活動
方針と役割分担の確認を行った。
話題提供として、公的機関によ
る近年の地震被害想定、免震建
築の強震観測の利活用の現状な
どに関する報告があった。

●設計支援ソフト小委員会
委員長　酒井　直己

長周期・長時間地震動に対す
る「粘性ダンパーを考慮した免
震層の簡易応答評価方法」につ
いて検討を継続中。また、地震
応答解析を行い「ダンパーの累
積損傷度を評価するソフト」に
ついても検討を試みようとして
いる。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

「耐風設計指針」の英文化につ
いて、資料の検討と編集方針の
更新、ならびに資料「東北地方
太平洋沖地震記録に基づく免震
建物に設置されている鋼材ダン
パーの疲労損傷評価」について
検討した。

施工部会
委員長　原田　直哉

免震建築における施工品質の
確保を目標に、標準的な施工法、
施工要領の展開に取り組んでいる。
昨年JSSI免震構造施工標準2013

を刊行し、現在は、部会休止中で、

2014年秋より、活動再開の予定。

免震部材部会
委員長　髙山　峯夫

●アイソレータ小委員会
委員長　髙山　峯夫

アイソレータ小委員会では、弾
性すべり支承に関して規格案の
検討を行っている。積層ゴムに
ついてはJISが制定されており、
その中に示された要求性能など
と同等なものを作成したいと考
えている。

●ダンパー小委員会
委員長　荻野　伸行

東北地方太平洋沖地震におけ
る応答制御建築物調査委員会の
鋼材ダンパー及び鉛ダンパーの
変状対策については、鉛ダンパー
のグリース耐久試験の他、最終
報告書の作成作業を実施してい
る。また、現在、WEB公開して
いる活動報告書の更新に向けて、
各ダンパーの新たな知見（限界
性能、2方向特性、長周期・長時
間地震動、新たなダンパー等）の
調査・検討を進めている。なお、
防耐火部会（オイルダンパー耐
火性能WG）で検討しているオイ
ルダンパーの火災時挙動につい
ては、継続協力している。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会
委員長　笠井　和彦

制振部材品質基準小委員会
委員長　木林　長仁

最近、制振構造として実務的
に採用されはじめた、「質量ダン
パー」に関する検討会および設
計事例の紹介を4/18（9名）、5/23

（10名）、6/20（7名）に行った。
これ等の内容を取りまとめ、10

委 員 会 の 動 き
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月31日に講習会を開催する予定で
ある。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

免震装置の耐火性能に関する
議論。免震装置の耐火構造認定
追加に関する条件及び手続き方
法についての検討を継続。オイ
ルダンパーの耐火性についての
確認実験の検討継続。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

既に検討してきた今年度の活
動の基本方針については、次回
の委員会で具体化について各部
会間で調整する。各部会の方の
活動については部会の報告による。

教育普及部会
委員長　前林　和彦

5月23日に名古屋大学減災館の
見学講演会を開催した。福和教
授・飛田教授のお取り計らいに
より、免震建物の揺れを体験し、
各種展示物を見学することがで
きた。48名の参加者があった。
今年度の活動計画を議論し、免
震を一般の方に普及するという
部会活動の原点に帰った取り組
みを進めて行くことになった。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は4月30日
（水）に開催されました。5月23

日（金） 発行予定の会誌84号の進
行状況の確認、次の85号の内容
及び執筆依頼について検討しま
した。
免震協会20周年記念特集号は

11月に発行する予定とし、特集
号は記念事業広報部会で担当す
ることとした。また、7月4日（金）

に第3回見学・講演会を、9月1日
（月）に記念フォーラムを開催す
ることが報告された。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

5月21日に第36回委員会を開催
した。免震構造の事業継続性に
おける有効性などに関する知見
を「（仮）免震構造と社会・経済」
としてまとめHPに掲載すること
を進めており、各項目について
引続き討議を行った。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

国際委員会の重要な使命であ
る国際的な情報発信と収集活動
を強化するために、免制震建物
の設計事例データベースの雛形
の作成や、英語ニュースレター
の発行の準備を進めている。ま
た、CIB/W114のコーディネーター
が建築研究所の向井氏に交代に
なったことから、ホームページ
を一新することになった。海外
の研究状況についても、引き続
き会誌への寄稿を依頼する予定
である。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会（運営幹事会
及び6部会で構成）は、当協会が
認定する「免震部建築施工管理
技術者」および「免震建物点検
技術者」の資格に関わる講習・
試験及び更新講習会の実施、及
びその合否判定の事業を担当し
ている。
新年度第1回の運営幹事会を4

月9日（水）に開催し、委員会構
成及び講習・試験等の日程を確
認した。今年度開催予定の講習・
試験及び更新講習会の日程は下

記の通りである。
10月12日（日）　第15回免震部
建築施工管理技術者講習・試験 

（ベルサール渋谷ファースト）
11月9日（日）　第10回免震部
建築施工管理技術者更新講習会 

（ベルサール神保町）
11月22日（土）　第8回免震建
物点検技術者更新講習会 （ベル
サール八重洲）

1月24日（土）　第13回免震建
物点検技術者講習・試験 （ベル
サール飯田橋）

維持管理委員会
委員長　林　　章二

第1四半期においては、「免震
建物維持管理基準－2012－」の
内容見直しを進め、「免震建物維
持管理基準－2014－」の発行に
むけて改訂作業を実施している。
検討に際しては点検実務者の
知見を反映させるよう、実務者
によるWGを2回開催し、維持管
理基準の点検項目と、実際の点
検業務についてヒアリングを実
施した。
改訂は、より理解しやすいも
のとすることを念頭に検討し、主
な変更は以下の点である。
・  全体を、総則、検査・点検実
施要領、解説、付録の4章構成
とする
・  点検項目は、簡素化すべきも
のは簡素化し、充実すべき項
目は詳述する
・  点検で問題点として指摘され
ることが多い免震部材以外の
記述を充実させる
・  関連規定、検査・点検一覧及
び解説は付録とする
・  耐火被覆、エキスパンジョイ
ントは、検査・点検実施要領
に記述するとともに、解説に
詳細を記述する
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これらの改定作業は、7月末原
稿作成完了を目標に進めている。

原子力関係施設免震構造委員会
委員長　北山　和宏

本委員会はこの間、開かれて
いない。2014年4月18日および6

月20日に小委員会（主査：菊地優・
北海道大学教授）を開催した。4

月18日には、免震構造設計ガイ
ドラインおよび施工・維持管理
ガイドラインの編集方針、免震
構造の高性能化に向けた開発
ロードマップの具体化のための
検討方針を審議して執筆担当者
を割り当てた。また、緊急時対
策所を免震構造にする際に必要
となる要求性能等をまとめる「緊
急時対策所設計基準（案）」の作
成方針について議論し、各委員
の作業分担を決定した。

6月20日の小委員会では、上述
の各ガイドラインの編集状況、開
発ロードマップの検討状況およ
び「緊急時対策所設計基準（案）」
の素案について審議を行った。

記念事業委員会
委員長　井上　範夫

20周年記念事業の一環として
「免震・制振はもう古い？？～生
き延びる建築・街づくり」と題
して行った学生アイデアコンペ
の受賞図面を審査員の講評とと
もに会誌5月号に掲載した。また、
本事業における第3回見学講演会
が、7月4日に東北大学青葉山キャ
ンパスで行われた。本キャンパ
スでは、2011年の東日本大震災
で5系のうちの3系のメイン建物
が大きな被害を受け、免震建物
として再建されており、今回は、
そのなかで人間・環境系実験研
究棟とマテリアル・開発系実験
研究棟の見学会が行われた。大

学の建物は、教育とともに実験
も行う施設であり、地震後にお
いても継続的な使用が不可欠で
あり、免震の技術でその目的を
達成することとなった意義は大
きいといえる。参加者は、関係
者を含め46名であった。
施設見学終了後に、東北大学
井上名誉教授より「地震に対す
る超高層・免震建物の変位制御
設計」と題する講演があり、終
了後意見交換会が実施された。
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委員会活動報告（2014.4.1 〜 2014.6.30）

日付 委員会名 開催場所 人数

4月2日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 事務局会議室 8
4月3日 修士論文賞審査委員会 〃 11
4月3日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 6
4月9日 資格制度委員会/運営幹事会 事務局会議室 8
4月11日 記念事業委員会 〃 8
4月15日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定WG 〃 9
4月16日 技術委員会/積層ゴムのベースプレートWG 〃 15
4月17日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 11
4月18日 原子力関係施設免震構造委員会/小委員会 日本青年館ホテル　CR会議室 22
4月18日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 事務局会議室 9
4月22日 維持管理委員会/実務者WG 〃 3
4月22日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 〃 13
4月23日 運営委員会 〃 15
4月23日 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 建築家会館3F大会議室 11
4月23日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 建築家会館3F小会議室 9
4月24日 維持管理委員会/実務者WG 事務局会議室 10
4月30日 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」84号編集WG 〃 6
4月30日 記念事業委員会/広報部会/7月4日見学講演会打合せ 〃 6
4月30日 普及委員会/出版部会 〃 15
5月7日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 9
5月8日 技術委員会/積層ゴムのベースプレートWG 〃 8
5月8日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 6
5月9日 普及委員会/教育普及部会 事務局会議室 9
5月13日 維持管理委員会 〃 12
5月15日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 6
5月16日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/LRB小振幅多数回繰返しWG 事務局会議室 8
5月19日 技術委員会/防耐火部会 〃 14
5月21日 普及委員会/社会環境部会 〃 7
5月22日 記念事業委員会/表彰部会 〃 5
5月23日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 10
5月26日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定WG 〃 8
5月28日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 建築家会館3F大会議室 13
5月29日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 8
5月30日 技術委員会/耐風設計部会 〃 7
5月30日 国際委員会 事務局会議室 8
6月2日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 〃 14
6月3日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 4
6月6日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 9
6月10日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 10
6月12日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 7
6月16日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定WG 事務局会議室 8
6月18日 維持管理委員会 〃 11
6月20日 原子力関係施設免震構造委員会/小委員会 日本青年館ホテル　304会議室 17
6月20日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 事務局会議室 7
6月23日 技術委員会/防耐火部会 〃 16
6月26日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 8
6月27日 記念事業委員会/イベント部会 〃 7
6月27日 記念事業委員会/表彰部会 〃 5
6月27日 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 事務局会議室 6
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会員動向

入　会

会員種別 会員名 業種または所属

第2種正会員 多田　俊基 秋田市役所

賛助会員 ナカ工業（株） メーカー /EXPP.J

会員の資格喪失

会員種別 会員名 業種または所属

第2種正会員 川合　廣樹

※川合　廣樹氏は、2014年4月27日ご逝去されました。

会員数
（2014年7月31日現在）

第1種正会員 93社

第2種正会員 204名

賛助会員 93社

特別会員 7団体
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

一般社団法人 日本免震構造協会 事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434

E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）

300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口

10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

一般社団法人 日本免震構造協会 事務局（平日9:30～18:00）

TEL：03-5775-5432　FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

ください。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、入会通

知書・請求書等を同封します。

一般社団法人 日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

 

２．代表者／第１種正会員の場合

下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関係加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

代表者／賛助会員の場合

賛助会員につきましては、代表権者及び指定代理人の□ 欄は記入不要です。

代表権をもっていない方をご登録いただいても構いません。例えば担当者の上司等

入れて下さい
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1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：コンサルタント

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料 ｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

｛4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　） c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b.土木　c.エンジニアリング　d.その他（ ）

a.不動産　b.商社　c.事業団　d.その他（ ）

*会員コード

*入会承認日
*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

一般社団法人 日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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一般社団法人 日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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一般社団法人 日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください



108 MENSHIN　NO.85　2014.8

会員動向

会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　一般社団法人 日本免震構造協会 事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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I n f o r m a t i o n

9/1	 創立20周年記念フォーラム及び懇親会（明治記念館）

	

9/19	 免震建築物の耐風設計指針講習会（東京）

日 月 火 水 木 金 土
1
8
15
22
29

2
9
16
23/30

3
10
17
24

4
11
18
25

5
12
19
26

6
13
20
27

7
14
21
28

11月
11/上旬	平成26年度免震部建築施工管理技術者試験合格者発表

11/9	 施工管理技術者対象：更新講習会（東京：ベルサール

神保町）

11/22	 点検技術者対象：更新講習会（東京：ベルサール八重洲）

11/25	 会誌「MENSHIN」NO.86発行

日 月 火 水 木 金 土
2
9
16
23
30

3
10
17
24

4
11
18
25

5
12
19
26

6
13
20
27

7
14
21
28

1
8
15
22
29

9月

日 月 火 水 木 金 土
1
8
15
22
29

2
9
16
23
30

3
10
17
24
31

4
11
18
25

5
12
19
26

6
13
20
27

7
14
21
28

10月
10/10	 理事会（建築家会館）

10/12	 平成26年度免震部建築施工管理技術者 講習・試験（東

京：渋谷ベルサール）

は、行事予定日など行事予定表（2014年9月〜 2014年11月）
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インフォメーション

◆ 日本免震構造協会創立20周年記念事業「学生アイデアコンペ受賞辞退」のお知らせ

　当協会雑誌「MENSHIN:NO.84　2014年5月号」に掲載致しました最優秀賞「Urban Isolated City」
について、受賞者本人より辞退の表明がありました。記念事業委員会イベント部会にて慎重審議の結
果、本人の意思を尊重し最優秀賞は取り消すことと致しました。 
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I n f o r m a t i o n

一般社団法人

1,100部／回

￥86,400（税込）

※原稿・フィルム代は、別途掲載者負担となります。
※通年掲載の場合は、20％引きとなります。正会員以外は年間契約は出来ません。

当協会にご一任下さい。
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ワールドカップでは、我が日本チームは予選突破の
期待むなしく残念な結果に終わってしまいました。大
相撲では、平成18年1月場所以来8年半も日本人の幕内
優勝者が出ていない状況になっております。基本的に
日本人は外国人に比べて基礎体力が劣っている一方、
元来創意工夫、粘り強さが身上で頑張ってきたわけで
すが、やはり力負けしたという事かもしれません。日
本製の音響機器や携帯電話も海外勢に圧倒されていま
すが、今一度日本人の身上である創意工夫、粘り強さ
で挽回してもらいたいと思っております。
今年の日本免震構造協会賞では、作品賞として免震

レトロフィット1件、中間階免震2件、普及賞として木

造免震、都市型再開発のプロットタイプとなる免震が
受賞しており、技術賞でも免震・制振を活用して建替
えた病院が受賞しております。これらは免震・制振技
術を活用して創意工夫し、粘り強く検討を重ねて出来
上がった成果だと思います。
免震建築訪問で最先端の減災研究と地域の方への幅

広い減災教育を実現し、大規模災害時には災害拠点と
なる「名古屋大学減災館」を訪問取材した今回の編集
WGは、猿田、世良、戸澤、浜辺、人見さんの5名の方々
でした。御苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記

～ 免 震 構 造 の 魅 力 ～

大地震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込）： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2014年3月

販 　 売 ： Taylor & Francis

［日本語版］
価格（税込）： 会　員 ￥1,500

非会員 ￥2,000
アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Francis社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）



青
山
通り

4
 2

6号

外
苑西通り

至新宿駅

至原宿駅

至渋谷 至六本木

至赤坂

JR総武線

日本青年館

外苑前駅

JIA館

国立競技場前駅
都営地下鉄大江戸線

千駄ヶ谷駅

東京メトロ銀座線

食品衛生センター

◆最寄駅

秀和レジデンス

月星化成

神宮前3

青山3

外苑前

新川屋

　地下鉄　銀座線 外苑前駅
　　　　　3番出口より徒歩10分
　　　　　大江戸線 国立競技場前駅
　　　　　徒歩10分
　J R　　 総武線 千駄ヶ谷駅より
　　　　　徒歩15分

熊野
神社 イノセ

青山ベルコモンズ

酒店

神宮
球場

国立
競技場

非会員価格
会員価格

発行年月内　　　　容タイトル

免震部材の接合部・取付け
躯体の設計指針
≪改訂版≫

免震部材の接合部や取付け躯体の設計をする際のガイドライン

免震建築物のための設計用
入力地震動作成ガイドライン
≪改訂版≫

【A4版・82頁】
￥1,500

￥2,000
2014年1月

内　　　　容 発行年月
会員価格
非会員価格

会誌「MENSHIN」
【A4版・約90頁】

免震建築・技術に関わる情報誌、免震建築紹介、免震建築訪問記、設計例、部材の性能、
免震関連技術等

￥2,500

￥3,000

免震部材標準品リスト
≪改訂版≫－2009－ 【A4版・760頁】

￥3,500

￥4,000

大臣認定された免震部材で、免震建築物の設計に必要な部材ごとの性能基準値を一覧表に
まとめたもの（CD-ROM付き）

免震建物の維持管理基準
≪改訂版≫－2012－ （ユーザーズマニュアル付）

免震建物では、地震時の変位が免震層に集中することから、免震層・免震部材を中心とし
た通常点検・定期点検など、免震建物維持管理のための点検要領などを定めた協会の基準

【A4版・29頁】

￥500

￥1,000
設計・施工に役立つ問題事例
と推奨事例ー点検業務から
見た免震建物ー 画、免震部材、維持管理について解説。

免震建物の点検時に発見される設計や施工に起因する不具合事例について、推奨事例も含
めて解説。チェック編と解説編から構成。建築計画、構造計画、配管・配線計画、施工計

【A4版・20頁】

￥500

￥1,000

積層ゴムの限界性能とすべり・
転がり支承の摩擦特性の現状

積層ゴムアイソレーターの限界性能、すべり・転がり支承の摩擦特性に関する実データを
集積し調査結果をまとめたもの

【A4版・46頁】
￥1,500

年4回発行
2月､5月､
8月､11月

2009年11月

2012年10月

2007年8月

2003年8月

パッシブ制振構造設計・
施工マニュアル
≪第3版　第1刷≫－2013年版－

【A4版・565頁】
わが国で唯一の制振構造専門の設計・施工指針
第2版をより分かり易くした改訂版 ￥5,0002013年11月

時刻歴応答解析法により免震建築物の耐震安全性を検証する際の設計マニュアル
【A4版・206頁】

￥2,000

￥2,500
2010年3月

免震建築物の
耐震性能評価表示指針
及び性能評価例 【A4版・225頁】

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を示すも
ので、性能評価例付き

￥2,000

￥2,500
2005年11月

JSSI 時刻歴応答解析による
免震建築物の設計基準・
同マニュアル及び設計例≪改訂版≫

免震建物の建築・設備標準
－2009－

免震建物の建築や設備の設計に関する標準を示すもの
【A4版・87頁】

￥1,000

￥1,500
2009年12月

一般社団法人日本免震構造協会出版物のご案内 2014年3月1日

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説

住宅）

免震建築物の技術基準解説及び
計算例とその解説（戸建て免震

【日本建築センター】

【日本建築センター】

￥3,500

￥4,000

￥3,550

￥4,100

2001年5月*1

2006年2月*1

免震構造施工標準
－2013－

【経済調査会】

￥2,300

￥2,571
2013年7月免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの

【A4版・117頁】

【オーム社】

￥4,800

￥5,400
2010年12月免震構造に携わる実務者必携の書。部材の基礎知識から免震構造の設計、免震層の施工、

維持管理に関する実践的知識までを系統的に、かつ、平易に解説 【B5版・310頁】

免震構造
－部材の基本から設計･施工まで－

「免震告示（免震建物の構造方法に関する安全上必要な技術的基準（平成12年建設省告示

【A4版・216頁】
第2009号））」に関する解説書

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免震
告示」の解説書

【A4版・195頁】

*1　協会の販売は2006年5月～　　　*2　協会の販売は2006年10月～

協会編集書籍のご案内（他社出版）
タイトル

￥2,000

￥3,000
免震建物の耐火設計ガイドブック 免震建物の耐火設計・免震装置の構成材料の温度特性・装置の耐火性・耐火被覆方法等に

関する実務書 【A4版・185頁】 2012年3月

￥2,000

￥3,000
主に免震建築物の設計実務に携わる構造技術者が入力地震動について理解を深めようとする
際の指標となるもの 【A4版・123頁】 2014年1月

￥2,000

￥3,000
免震建築物の耐風設計指針 高層建築物や塔状比の大きな建築物への免震構造適用の増加に伴い必要性が高まってきた

免震エキスパンションジョイント
ガイドライン

免震構造の耐風設計指針・解説と関連技術情報を整備 【A4版・151頁】

免震エキスパンションジョイントの地震時の損傷防止のためのガイドライン。エキスパンシ
ョンジョイントの目標性能を示すとともに、設計、製作、施工、検査、維持管理上の留意点

2012年9月

【A4版・134頁】をまとめた。

￥2,000

￥3,000
2013年4月

大地震に備える
～免震構造の魅力～
【日本語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD　7分30秒】

￥2,000
￥2,500

※Academy
￥1,500

2014年3月

大地震に備える 【ナレーション・字幕/英語】
～免震構造の魅力～
【英語・DVD】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
【DVD　約9分】

￥1,500
￥2,000

※Academy
￥1,000

2006年11月

地震から建物を守る免震
【和文、英文版】

免震建築の普及のため一般向けに免震構造を説明したカラーパンフレット
【A5版・6頁】 2009年9月

30部まで無料
（31部以上
1部￥100）

ユーザーズマニュアル 免震建物を使用または所有されている方への注意点をまとめたカラーパンフレット
【A4版・2ツ折】

2007年10月
30部まで無料
（31部以上
1部￥50）

免震のすすめ
これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る免震建
物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカラーパンフレ
ット

30部まで無料
（31部以上

ご相談）
2005年8月

【A4版・3ツ折】

免震建築の基本がわかる本
【オーム社】

￥2,800

￥3,024
2013年6月

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書。
Ｑ＆Ａ方式で、免震建築、特に事務所やマンションなどのビルもの全般にわたり、免震の
基本的なところから計画・設計・施工・維持管理など幅広く解説。 【A5版・190頁】

【Ohmsha】

￥5,950How to Plan and Implement 
Seismic Isolation for Buildings

￥6,696
2013年4月考え方進め方免震建築の英語版

【A5判・123頁】

都体育館
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